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≪論題≫ 
小規模建築物に用いる小口径杭の鉛直支持力評価に関する研究 
 
≪概要≫ 
住宅等の小規模建築物の地盤補強を目的として、小口径杭工法では、先端に掘削刃と先
端翼を取り付けた小口径鋼管を回転して地盤に貫入させる回転貫入杭工法や、プレボーリ
ングを併用して小口径コンクリート杭を地盤に静的に圧入して施工する既製コンクリート
圧入杭工法が多く用いられている。小規模建築物基礎設計指針では、これらの杭に平成 13
年国土交通省告示第 1113 号に示されている埋込み杭と同じ支持力係数を用いることや、標
準貫入試験の N 値と粘性土地盤の不撹乱試料についての一軸圧縮強さに基づいた支持力算
定式に、小規模建築物の地盤調査に採用されることが多いスウェーデン式サウンディング
試験より換算 N 値や換算一軸圧縮強さを用いてもよいことが提案されている。しかし、そ
の根拠は示されていない。 
また、小規模建築物基礎設計指針では、上述の杭に対して長さ径比による杭材の許容圧
縮力の低減を与えている。この低減は、旧建築基礎構造設計基準・同解説に準じているが、
打込み杭の試験結果に基づいて設定されたものであり、その根拠については不明な点が多
い。 
本論文では小規模建築物の地盤補強に用いられている小口径杭の支持力算定式を確立す
ることを目的として、現場載荷試験結果を収集し、極限支持力度とスウェーデン式サウン
ディング試験結果から評価される換算 N 値との関係について検討した。さらに、杭の長さ
径比による耐力の低下について、座屈問題として実験的および解析的に検討を行った。 
 
≪各章の要旨≫ 
第 1 章では、小規模建築物の地盤補強として用いられる回転貫入杭やコンクリート圧入
杭の支持力算定の現状について述べ、問題点を示した。また、既往の研究を紹介した。そ
して、本研究の目的を明確にし、現場載荷試験結果と SWS 試験結果から評価される換算 N
値との関係について統計的に検討すること、模型座屈実験およびモデル解析を行うことな
どを示した。 
第 2 章では、3 タイプの先端翼形状を有する回転貫入杭工法の載荷試験結果を対象に、先
端支持力度および周面摩擦力度と SWS 試験結果から求められる換算 N 値との関係につい
て統計的に検討した。その結果、先端荷重 Ppを極限先端荷重 Ppuで除した Pp /Ppuと先端沈
下量 Spを先端翼径 Dwの 10％で除した Sp /0.1Dwとの関係の平均曲線には、施工時の圧入
力による杭先端地盤への応力履歴の影響が認められなかった。そして、先端地盤が砂質土
（礫質土を含む）、粘性土の場合ともに、極限先端支持力度 qpと杭先端下方 1Dw～上方 1Dw
間の平均換算 N 値 1N との相関性が他の範囲より高いことがわかり、両者の平均的な関係
式を示した。また、3 種類の先端翼形状別の qp / 1N の平均値は、切欠き付き円盤（Type2）
の場合が他の形状のものよりも大きくなった。さらに、極限周面摩擦力度 fs（周面地盤が砂
質土）および fc（同粘性土）と平均換算 N 値 sN および cN との平均的な関係式を示した。
また、3 種類の先端翼の形状別の fs / sN および fc / cN の平均値は、2 枚の鋼板（Type3）の
場合が他の形状のものよりもかなり大きくなった。なお、SPT による杭先端下方 1Dw～上
方 1Dw間の平均 N 値N と qpとの関係は、SWS 試験による同区間での平均換算 N 値 1N と
qpとの関係よりも変動係数が大きかった。N 値と同一深度での換算 N 値 NN 1 を求めても、
NN 1 と qpとの関係は、 1N と qpとの関係よりも変動係数が大きく、本研究で対象としてい
る平均換算 N 値が 30 程度までの地盤における回転貫入杭の支持力に対しては、測定間隔の
小さい SWS 試験の方が地盤定数をより適切に評価できるものと考えられた。 
第 3 章では、4 種類の断面形状のコンクリート圧入杭工法の載荷試験結果を対象に、先端
支持力度および周面摩擦力度と SWS 試験結果から求められる換算 N 値との関係について
統計的に検討した。その結果、先端荷重 Ppを極限先端荷重 Ppuで除した Pp /Ppuと先端沈下
量 Spを D（円形断面は直径、正八角形および変十角形断面は外接する円の直径、H 型断面
は辺の長さを示す）の 10％で除した Sp /0.1D との関係の平均曲線には、施工時の圧入力に
よる杭先端地盤への応力履歴の影響が認められた。そして、先端地盤が砂質土（礫質土を
含む）の場合は杭先端下方 1D～上方 1D 間の平均換算 N 値 11N  、粘性土の場合は杭先端下
方 2D～上方 1D 間の平均換算 N 値 21N  と極限先端支持力度 qpとの相関性が他の範囲より
高いことがわかり、両者の平均的な関係式を示した。さらに、極限周面摩擦力度 fs（周面地
盤が砂質土）および fc（同粘性土）と平均換算 N 値 sN およびとの平均的な関係式を示した。
また、施工時の打ち止め圧入力は、載荷試験結果から求められる短期許容支持力にほぼ等
しく、打ち止め圧入力を短期許容支持力以上として管理することの有用性を確認した。 
第 4 章では、模型座屈実験を行い、地盤の剛性、杭の固定条件および杭の長さ径比が杭
の座屈荷重に与える影響を検討した。その結果、地盤の剛性が大きくなるほど、杭の座屈
荷重も大きくなることを確認した。また、杭の座屈荷重には、長さ径比の影響が認められ
なかった。なお、地盤の変形係数が比較的小さい場合は、座屈荷重の実験値と理論値は比
較的良い対応を示していたが、地盤の変形係数が大きくなると、実験値は、杭の支持条件
が両端ピン支持の場合は理論値の 0.6～0.8 倍、杭頭固定－先端ピン支持の場合は 0.7～0.9
倍程度となった。これは、座屈荷重を求める際の基準水平地盤反力係数が実際の杭の試験
結果から得られていることが影響していると考えられた。 
第 5 章では、第 4 章で述べた模型実験をモデル解析により検討した。 
その結果、解析結果は理論値とよい対応を示した。また、模型実験と同様に、地盤の剛
性が大きくなるほど、杭の座屈荷重も大きくなることを確認したが、杭の座屈荷重には、
長さ径比の影響が認められなかった。 
 最後に、第 6 章で本論文の全体をまとめた。 
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第 1 章 序論 
 
1.1 概説 
 
 戸建て住宅等の小規模建築物に直接基礎を採用する場合において、地盤の支持力が
不足している場合や不同沈下が生じる恐れがある場合には、支持力確保や沈下抑制を
目的として地盤補強を行う必要がある。この地盤補強は、以下の 2 工法に大きく分け
られる。 
① 基礎底面から深さ 2m 程度を平面的に連続して地盤補強する工法 
② 基礎底面の地盤を杭状に深さ方向に連続して地盤補強する工法（以下、“杭状地
盤補強工法”と称す） 
 このうち、②の杭状地盤補強工法には、セメント系固化材を用いたスラリーと地盤
を撹拌混合して柱状の改良体を築造する深層混合処理工法、鋼管杭や既製コンクリー
ト杭を用いる小口径杭工法などがある 1)。 
さらに、この小口径杭工法には、小口径鋼管（外径φ267.4mm 以下）の先端に掘削
刃と先端翼を溶接または一体成型し、これを地盤に貫入させる回転貫入杭工法（以下、
“回転貫入杭”と称す）やプレボーリングを併用して小口径コンクリート杭を静的に
圧入して施工する既製コンクリート圧入杭工法（以下、“コンクリート圧入杭”と称す）
および木杭を圧入して用いる工法などがあり、これらのうち回転貫入杭とコンクリー
ト圧入杭が多く用いられている。 
 これらの杭の許容支持力は、地盤で決まる許容鉛直支持力と長さ径比および継手に
よる許容応力度低減などを考慮した杭材の許容圧縮力のうち、小さい方で決まる。 
杭の鉛直支持力については、平成 13 年国土交通省告示第 1113 号（以下、“告示 1113
号”と称す）に規定されているが、回転貫入杭やコンクリート圧入杭に関しては触れ
られていない。そのため、工法毎に告示 1113 号の第 6 に従って相当数の載荷試験を
実施し、性能評価を経て大臣認定を取得していることが多い。この際、これらの杭の
支持力係数は、標準貫入試験（JIS A 1219、以下、“SPT”と称す）の N 値と粘性土
地盤の不撹乱試料についての一軸圧縮強さ qu に基づいたものと規定されている。 
 しかし、小規模建築物の地盤調査としては、費用、工期および周辺への騒音等の理
由により、SPT や粘性土地盤の不撹乱試料の採取および一軸圧縮試験を実施すること
は希である。そこで、これに代わるものとして、SPT よりも経済的で工期的に複数個
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所の調査が可能なスウェーデン式サウンディング試験（JIS A 1221、以下、“SWS 試
験”と称す）が採用されることが多く、この試験結果よりいわゆる稲田式を用いて換
算 N 値や換算 qu を求め 2)、支持力算定式に適用している場合がある。また、小規模
建築物基礎設計指針 3)にも、回転貫入杭やコンクリート圧入杭について、告示 1113
号に示されている埋込み杭の支持力算定式に換算 N 値や換算 qu を用いてもよいこと
が示されているが、その根拠は示されていない。 
 長さ径比および継手による許容応力度低減については、旧建築基礎構造設計規準・
同解説 4)に規定されていたが、建築基礎構造設計指針 5)では、規定されていない。し
かし、小規模建築物基礎設計指針 6)では、継手による杭体の許容圧縮力の低減は規定
されていないものの、長さ径比が 100 以上の回転貫入杭などの鋼管杭や同じく 80 以
上のコンクリート圧入杭などの既製コンクリート杭に対して長さ径比による杭材の許
容圧縮力の低減を与えている。この低減は、旧建築基礎構造設計規準・同解説 4)に準
じているが、打込み杭の試験結果に基づいて設定されたものであり、その根拠につい
ては不明な点が多い。また、大臣認定に係る基礎ぐいの性能評価においては、回転貫
入杭の最大施工長を杭径の 130 倍と規定している例えば 7)が、これについても根拠は不
明である。 
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1.2 既往の研究 
 
1.2.1 回転貫入杭に関する研究 
 
 回転貫入杭に関する研究については、模型杭を用いた多くの実験的研究などが認め
られる。ここでは、その例を数点示す。 
 国府田ら 8)は、先端翼のピッチをパラメータとして模型杭を用いた貫入試験および
載荷試験を行った。その際、模型杭の杭頭、先端部と軸部の接合部および先端翼下の
軸力とトルクと模型地盤の土圧を計測することにより、杭の貫入時の地盤の拘束圧と
剛性の変化や羽根ピッチが大きいものほど載荷初期の剛性が低下することなどが明ら
かとなった。 
 大杉・土屋ら 9)は、大型加圧土槽を用いて貫入実験を行い、貫入後に先端翼や軸部
に残留応力が生じることを示すとともに、先端翼周辺の土の移動状況を推察している。
さらに土屋ら 10)，11)は、透明なアクリルパイプを模型杭に用いた貫入実験を行い、貫
入時の模型杭近傍の土の移動を観察することにより、回転貫入杭の貫入メカニズムを
明らかにするとともに、これとは別に、乾燥砂地盤を用いた大型加圧土槽で回転貫入
杭の施工から載荷試験までの模型実験を行い、施工時に回転貫入杭に発生する残留応
力が支持力に与える影響を検討している。また、池田・土屋ら 12)は、支持層への根入
れ効果を検討するために、二層地盤による模型実験と原位置試験を行った。その結果、
杭先端を支持層へ到達させる必要はあるが、先端翼を支持層に根入れさせないことも
有効であることが示されている。 
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1.2.2 コンクリート杭に関する研究 
 
 コンクリート杭に関する研究については、多数の研究があるが、場所打ちコンクリ
ート杭や埋込み杭に関するものがほとんどで、コンクリート圧入杭に関するものは見
当たらない。ここでは、場所打ちコンクリート杭や埋込み杭に関するものを数点示す。 
 山肩ら 13)，14)は、場所打ちコンクリート杭および埋込み杭の載荷試験結果を収集し、
極限先端荷重と先端沈下量の関係について統計的に検討を行った。その結果、極限先
端支持力度と N 値との関係や先端支持力度と先端沈下量との関係などが示されてい
る。 
 岸 田 ら 15) は 、 模 型 杭 の 径 を 変 化 さ せ て 載 荷 実 験 を 行 っ た 。 そ の 結 果 、
Non-displacement pile（非排土杭）の寸法効果は、杭径が 34～600mm ではほとんど
ないことが明らかとなった。また、Displacement Pile（排土杭）と Non-displacement 
pile の荷重－沈下量関係を統一的に説明できることが示されている。 
 佐伯ら 16)は、有限要素法により Non-displacement pile の平均 N 値の評価方法につ
いて検討した。その結果、Duncan&Chang モデルを用いて砂地盤の杭の荷重－沈下
量曲線を精度よく追跡できること、N 値とその深さ方向の分布が先端支持力に及ぼす
影響を分析、評価することが可能であることなどが明らかとなった。また、杭先端よ
り下方に杭径の 4 倍の範囲の N 値に重みづけをして平均 N 値を算出する方法が提案
されている。 
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1.2.3 杭の長さ径比による許容応力度低減に関する研究 
  
杭の長さ径比による許容応力度低減については、地盤中の杭の座屈問題としていく
つかの実験的・解析的検討がされているが、杭の座屈荷重と長さ径比の関係について
検討したものは見当たらない。ここでは、地盤中の杭の座屈問題について検討した例
について示す。 
 三浦ら 17)，18)は、杭先端および杭頭の境界条件を両端ピン、杭先端ピン－杭頭固定、
杭先端ピン－杭頭自由とし、座屈荷重を求める微分方程式を導いている。また、この
方程式を用いて、地盤の側方変位や液状化による地盤バネの低減割合が杭の座屈荷重
に与える影響について検討している。その結果、地盤の側方変位が大きいほど座屈荷
重は小さくなること、杭が長くなると座屈荷重はある一定値に収束すること、地盤の
剛性が杭の座屈荷重に与える影響は大きいことなどが明らかとなった。 
 木村ら 19)～21)は、杭先端や杭頭の境界条件および地盤反力係数の分布を考慮して杭
の曲げ座屈荷重をエネルギー法により求め、弾性固有値解析及び地盤と鋼管杭の非線
形挙動を考慮した弾塑性大変形解析を行い、その妥当性を検証している。その結果、
地盤反力係数およびその分布、杭先端や杭頭の支持条件が鋼管杭の座屈荷重に与える
影響、地盤反力変位関係の非線形性が座屈性状に及ぼす影響などが明らかとなった。 
 Bergfelt22)は、梁の曲げ方程式より杭の座屈応力を求め、模型杭の実験より得られ
た座屈応力と比較している。その結果、両者は良い対応を示している。 
 Golder23)は、0.125 インチの鋼棒を用いて軟弱な粘土地盤で座屈実験を行い、粘土
地盤の粘着力が大きくなれば、座屈荷重も大きくなることなどを示している。 
 Brandtzaeg ら 24)は、細い鋼製のレールを杭に用いて軟弱な粘土地盤で座屈実験を
行い、座屈により杭が破壊することなどを示している。 
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1.3 本研究の目的と方法 
 
1.3.1 本研究の目的 
 
 前節までに述べたように、小規模建築物基礎設計指針 3)には、小規模建築物の地盤
補強に用いられる回転貫入杭やコンクリート圧入杭に対して、換算 N 値や換算 qu に
基づく極限支持力算定式に告示 1113 号に示されている埋込み杭と同様の支持力係数
を用いることが示されているが、その根拠は示されていない。また、既往の研究にお
いても、回転貫入杭やコンクリート圧入杭の鉛直支持力と地盤定数との関係を検討し
たものは少ない。さらに、コンクリート圧入杭は、その施工方法より、打込み杭に近
い支持力特性を示すと考えられ、埋込み杭と同様の支持力係数を適用することには問
題があると考えられる。 
 杭の長さ径比による許容応力度低減については、杭の座屈荷重と長さ径比の関係に
ついて検討したものは見当たらない。 
 そこで筆者は、回転貫入杭およびコンクリート圧入杭の支持力算定式を確立するこ
とを目的として、研究を行うこととした。 
 
1.3.2 本研究の方法 
 
 場所打ちコンクリート杭および埋込み杭の支持力算定式は、現場載荷試験結果を統
計的に検討して決定されている 25)。そこで、回転貫入杭およびコンクリート圧入杭の
現場載荷試験結果を収集し、極限支持力度と小規模建築物の地盤調査に採用されるこ
との多い SWS試験結果から評価される換算 N値との関係について統計的に検討する。
なお、本研究でいう極限支持力は、地盤の破壊による真の極限支持力ではなく、設計
用の極限支持力であって、載荷試験における基準の沈下量時の支持力をいう。 
 杭の長さ径比による許容応力度低減については、弾性地盤に支持された杭の座屈問
題として、模型実験および解析を行う。 
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1.4 本論文の構成 
 
 以下に、本論文の概略を示す。 
 第 1 章では、回転貫入杭およびコンクリート圧入杭の支持力算定の現状についての
概略を述べ、既往の研究について紹介した。これによって、回転貫入杭およびコンク
リート圧入杭の支持力算定に不明な点や問題点があることを示した。そして、本研究
の目的を明確にし、研究方法を示した。 
 第 2 章では、回転貫入杭の支持力特性について統計的に検討する。これによって、
回転貫入杭の極限支持力と換算 N 値との関係を示す。 
 第 3 章では、コンクリート圧入杭の支持力特性について統計的に検討する。これに
よって、コンクリート圧入杭の極限支持力と換算 N 値との関係を示す。さらに、打設
時の圧入力と支持力の関係についても検討する。 
 第 4 章では、寒天を用いた弾性地盤中での杭の模型座屈実験について述べる。これ
によって、杭の座屈荷重と地盤の剛性および杭の長さの関係について実験的に検討す
る。 
 第 5 章では、梁要素を用いて第 4 章の模型座屈実験をモデル化し、座屈解析を行う。
これによって、杭の座屈荷重と地盤の剛性および杭の長さの関係について解析的に検
討する。 
 第 6 章では、本研究の成果を総括し、結論を示す。 
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1.5 記号の説明 
 
pA  ：杭先端有効断面（m2） 
a ：qp / N 、qp / N 、fs / sN 、fc / cN および fs / sN の平均値 
B ：無次元化杭径（杭径を cm で表した無次元数値） 
c ：粘着力（kN/m2） 
D ：回転貫入杭およびストレート杭の軸部径、コンクリート圧入杭の杭径または 
辺長（mm） 
Dw ：回転貫入杭の先端翼径（mm） 
d ：模型杭の直径（mm） 
E ：ヤング係数（N/mm2） 
E0 ：地盤の変形係数（kN/m2） 
E50 ：模擬地盤の変形係数（kN/m2） 
fc ：粘性土における極限周面摩擦力度（kN/m2） 
fs ：砂質土における極限周面摩擦力度（kN/m2） 
I ：杭の断面二次モーメント（mm4） 
kh0 ：基準水平地盤反力係数（kN/m3） 
L ：回転貫入杭、ストレート杭およびコンクリート圧入杭の杭長（m） 
cL  ：杭軸部が粘性土地盤に接する長さ（m） 
sL  ：杭軸部が砂質土地盤に接する長さ（m） 
l ：模型杭の長さ（mm） 
l /d ：長さ径比 
m ：Pcr が最小になる sin 半波の数 
N ：SPT から得られる地盤の N 値 
N   ：SWS 試験結果による換算 N 値 
N  ：杭先端の N 値の平均値 
N   ：杭先端の N の平均値 
sN  ：杭軸部が粘性土に接する部分の N 値の平均値 
cN   ：杭軸部が粘性土に接する部分の N の平均値 
sN   ：杭軸部が砂質土に接する部分の N の平均値 
SWN  ：SWS 試験の貫入量 1m 当たりの半回転数 
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1N   ：回転貫入杭の杭先端下方 1Dw～上方 1Dw、または、ストレート杭の杭先端下 
1D～上方 1D の範囲における N の平均値 
NN 1  ：N 値の測定深度と同じ深度の N から求めた平均換算 N 値 
11N   ：コンクリート圧入杭の杭先端下方 1D～上方 1D の範囲における N の平均値 
14N   ：コンクリート圧入杭の杭先端下方 1D～上方 4D の範囲における N の平均値 
2N   ：回転貫入杭の杭先端下方 2Dw～上方 1Dw、または、ストレート杭の杭先端下 
方 2D～上方 1D の範囲における N の平均値 
21N   ：コンクリート圧入杭の杭先端下方 2D～上方 1D の範囲における N の平均値 
4N   ：回転貫入杭の杭先端下方 4Dw～上方 1Dw、または、ストレート杭の杭先端下 
方 4D～上方 1D の範囲における N の平均値 
41N   ：コンクリート圧入杭の杭先端下方 4D～上方 1D の範囲における N の平均値 
n ：Pp /Ppu－Sp /0.1 Dw 関係式の指数 
Pcr ：杭の座屈荷重（kN） 
Pcrfp ：地盤による拘束のない杭の杭頭固定－先端ピン支持の場合の座屈荷重（kN） 
Pd ：コンクリート圧入杭の打ち止め圧入力（kN） 
PE ：オイラー座屈荷重（kN） 
Pp ：杭先端荷重（kN） 
Ppu ：極限先端荷重（kN） 
P0max ：最大杭頭荷重（kN） 
qp ：極限先端支持力度 （kN/m2） 
qu ：一軸圧縮強さ（kN/m2） 
pR  ：杭状地盤補強の極限先端支持力（kN） 
uR  ：極限鉛直支持力（kN） 
Sp ：杭先端沈下量（mm） 
S0 ：杭頭変位量（mm） 
u1 ：1 次モードの初期不整（mm） 
u2 ：2 次モードの初期不整（mm） 
SWW  ：SWS 試験の荷重（kN） 
  ：Pp /Ppu－Sp /0.1 Dw 関係式の初期接線勾配 
0kh  ：E0 の評価法によって決まる定数（m-1） 
fp  ：地盤による座屈荷重の上昇率 
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SW  ：先端抵抗に関する支持力係数 
  ：地盤定数（kN/m2） 
SW  ：砂質土地盤での周面摩擦抵抗に関する支持力係数 
SW  ：粘性土地盤での周面摩擦抵抗に関する支持力係数 
ξ  ：群杭を考慮した係数 
σ ：qp / N 、qp / N 、fs / sN 、fc / cN および fs / sN の標準偏差 
σy ：模型杭の降伏強度（N/mm2） 
τd ：杭状地盤補強の極限周面摩擦力度（kN/m2） 
φ ：直径（mm） 
ψ  ：杭軸部の周長（m） 
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第 2 章 回転貫入杭の支持力特性に関する統計的検討 
 
2.1 概説 
 
 本章では、各回転貫入杭工法の開発のために行われた現場載荷試験結果を収集し、
極限支持力と SWS 試験結果から評価される換算 N 値との関係について統計的に検討
する。また、得られた結果と小規模建築物基礎設計指針 1)に示されている算定式を比
較する。 
 
2.2 検討対象工法の概要 
 
2.2.1 先端翼形状 
 
 検討対象とした回転貫入杭工法は、先端翼の形状が 3 タイプ、計 15 工法である。
回転貫入杭の先端翼の形状を図 2.1 に、先端翼形状毎の検討対象資料の概要を表 2.1
に示す。同表には、比較対象とした先端翼の無いストレート型の回転貫入杭工法（以
下、“ストレート杭”と称す）の概要も示した。先端翼の形状は、螺旋状（Type1）、
切欠き付き円盤（Type2）、2 枚の長方形あるいは半円形の鋼板（Type3）であり、先
端翼は杭軸部に溶接もしくは杭軸部と一体成型されている。軸鋼管の材質は、回転貫
入杭、ストレート杭ともに一般構造用炭素鋼鋼管（JIS G 3444）で、先端翼の材質は、
Type1 は一般構造用圧延鋼材（JIS G 3101）、溶接構造用圧延鋼材（JIS G 3106）あ
るいは溶接構造用鋳鋼品（JIS G 5102）、Type2 および Type3 は一般構造用圧延鋼材
あるいは溶接構造用圧延鋼材である。 
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Dw 
先端翼 
掘削刃 
D 
 
      (a) Type1       (b) Type2      (c) Type3 
図 2.1 先端翼の形状 
 
表 2.1 検討対象杭一覧 
工法 
先端翼の 
形状 
工法数＊
軸部径 
D 
（mm）
先端翼径
Dw 
（mm） 
Dw/D 
杭長 
L 
（m） 
8 
Type1 
5 
89.1～ 
267.4 
230～ 
810 
1.9～ 
4.5 
1.9～ 
22.5 
4 
Type2 
3 
60.5～ 
216.3 
200～ 
500 
1.6～ 
5.8 
1.75～
21.5 
3 
回転貫入杭 
Type3 
2 
76.3～ 
165.2 
200～ 
400 
1.8～ 
3.1 
2.5～ 
18.0 
4 
ストレート杭 － 
3 
89.1～ 
267.4 
－ － 
3.0～ 
19.0 
＊工法数の上段は先端地盤が砂質土、下段は粘性土の数を示す。 
 Dw 
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2.2.2 極限鉛直支持力式 
 
 本研究における支持力係数は、極限鉛直支持力 uR の算定式として SWS 試験結果に
基づいて定義した式(2.1)に従って求める。 
ψLN+LN+ANR ccSWssSWpSWu )(=    (2.1) 
 ここに、 
 uR  ：極限鉛直支持力（kN） 
 SW  ：先端抵抗に関する支持力係数 
 SW  ：砂質土地盤での周面摩擦抵抗に関する支持力係数 
 SW  ：粘性土地盤での周面摩擦抵抗に関する支持力係数 
 N   ：杭先端の N の平均値で、下記の 3 種類を検討対象とした。 
    1N ：回転貫入杭は、杭先端下方 1Dw～上方 1Dw（以下、±1Dw と表記）、スト
レート杭は、杭先端下方 1D～上方 1D（以下、±1D と表記）の範囲にお
ける N の平均値 
    2N ：回転貫入杭は、杭先端下方 2Dw～上方 1Dw（以下、－2Dw＋1Dw と表記）、
ストレート杭は、杭先端下方 2D～上方 1D（以下、－2D＋1D と表記）
の範囲における N の平均値 
    4N ：回転貫入杭は、杭先端下方 4Dw～上方 1Dw（以下、－4Dw＋1Dw と表記）、
ストレート杭は、杭先端下方 4D～上方 1D（以下、－4D＋1D と表記）
の範囲における N の平均値 
        Dw ：先端翼径（m） 
        D  ：軸部径（m） 
sN   ：杭軸部が砂質土に接する部分の N の平均値 
cN   ：杭軸部が粘性土に接する部分の N の平均値 
      N ：SWS 試験結果による換算 N 値で、式(2.2)、(2.3) 2)による。 
砂質土： SWSW NWN 06702 .  (2.2) 
粘性土： SWSW NWN 0503 .  (2.3) 
      SWW ：SWS 試験の荷重（kN） 
      SWN ：SWS 試験の貫入量 1m 当たりの半回転数 
 pA  ：杭先端有効断面積（m2） 
    回転貫入杭 ： 42 /πwp DA   
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    ストレート杭： 42 /πDAp   
 sL  ：杭軸部が砂質土地盤に接する長さ（m） 
 cL  ：杭軸部が粘性土地盤に接する長さ（m） 
 ψ  ：杭軸部の周長（m） 
N の算定範囲のうち、杭先端上方位置（＋1Dw あるいは＋1D ）については、載荷
試験における先端支持力が杭先端＋1Dw あるいは＋1D に貼付したひずみゲージの測
定値から求めた軸力としていることを考慮した。したがって、本研究における先端支
持力には、杭先端＋1Dw あるいは＋1D の位置から杭先端までの周面摩擦力も含まれ
ていることになる。杭先端下方位置については、既往の検討結果等を参考に設定した。
すなわち、①建築基礎構造設計指針 3)の場所打ちコンクリート杭および埋込み杭の平
均 N 値の算定範囲が杭先端±1D であること、②小椋 4)により場所打ち杭は杭先端－2D
＋1D の平均 N 値が支持力評価の精度が最も高いことが示されていること、③山崎 5)
により埋込み杭は杭先端－2～－4D の N 値が杭先端－1D の N 値よりも小さい場合、
杭先端－4Dまでの平均 N値が支持力評価の精度が最も高いことが示されていること、
④佐伯ら 6)により杭先端－4D までの N 値に深度により重み付けを行って平均 N 値を
算定する方法が提案されていること、などである。 
なお、N は、算定範囲内のN の単純平均とした。また、地盤を砂質土地盤（礫質
土地盤を含む、以下同様）および粘性土地盤に分けて検討を行っているが、 2N およ
び 4N については、先端地盤が砂質土地盤あるいは粘性土地盤と称していても、その
算定範囲に異なる土質を含んでいる場合もある。 
回転貫入杭の杭先端有効断面積 pA は、先端翼下部の接地圧分布（例えば、台形分布）
を考慮して翼部の面積に低減係数を乗じる工法もあるが、本研究では、先端翼および
軸部先端の水平面への全投影面積と定義した。また、ストレート杭の杭先端有効断面
積 pA は、軸部先端の水平面への全投影面積と定義した。 
 鉛直載荷試験は、地盤工学会基準「杭の押込み試験方法」7)に準拠して、全て多サ
イクル段階載荷方式で行われている。また、極限鉛直支持力は、杭先端沈下量が Dw
（回転貫入杭の場合）あるいは D（ストレート杭の場合）の 10％に達した時点の荷重
と定義し、この荷重以上の載荷荷重を所定の時間（通常 30 分）保持できているもの
を検討対象データとした。 
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2.3 先端荷重－先端沈下量関係 
 
 同一現場、同一深度で施工された回転貫入杭とストレート杭の先端荷重 Pp－先端沈
下量 Sp 関係の 1 例を図 2.2 に示す。軸部径は回転貫入杭、ストレート杭ともに
139.8mm、回転貫入杭の先端翼径は 350mm（Type1）、杭先端深度は GL－11.4m、
先端地盤の土質は砂質土である。同図において、ストレート杭は、Sp が 10mm 付近
で Pp－Sp 曲線が折れ曲がっているが、回転貫入杭は、Sp が 0.1 Dw を超えても明確な
折れ点は認められない。これらの傾向は、土屋ら 8) による模型実験でも認められてい
る。 
 
0
10
20
30
40
50
60
0 200 400 600 800
先端荷重P p (kN)
先
端
沈
下
量
Sp
(m
m
)
回転貫入杭
ストレート杭
S p =0.1D w
S p =0.1D
 
図 2.2 回転貫入杭とストレート杭の先端荷重－先端沈下量関係例 
 
対象としたデータについて、先端荷重 Pp を極限先端荷重 Ppu で除した Pp /Ppu と先
端沈下量 Sp を 0.1 Dw で除した Sp /0.1 Dw との関係を先端地盤の種別毎に図 2.3 に示
す。なお、一部先端荷重－先端沈下量関係が無いものもある。Pp /Ppu－Sp /0.1 Dw 曲
線は砂質土地盤（全 83 件）と粘性土地盤（全 54 件）でばらつきに大きな差は認めら
れない。 
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(b) 粘性土 
図 2.3 Pp /Ppu－Sp /0.1 Dw 関係 
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先端翼の形状毎の Pp /Ppu－Sp /0.1 Dw 曲線の平均曲線を先端地盤の種別毎に図 2.4
に示す。平均曲線は、文献 9) ,10)を参考に式(2.4)で表現した。 
n
puppupwp PPPPDS )/)(()/(./  －110   (2.4) 
 は各曲線の初期勾配を直線で近似して求めた値を平均した。n は曲線毎に求めた
 と Pp /Ppu の実測値を式(2.4)に代入し、これと Sp /0.1Dw の実測値を用いて最小二乗
法により求めた値を平均した。先端翼の形状毎の Pp /Ppu－Sp /0.1Dw 曲線の平均曲線
には、いずれの先端地盤においても顕著な相違は認められない。 
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(b) 粘性土 
図 2.4 先端翼の形状毎の Pp /Ppu－Sp /0.1Dw 関係の平均曲線 
 21
砂質土地盤および粘性土地盤のデータを対象とした回転貫入杭の Pp /Ppu－   
Sp /0.1Dw 曲線の平均曲線を図 2.5 に示した。平均曲線は式(2.5)で与えられる。 
1476024010 .)/(.)/(../ puppupwp PPPPDS   (2.5) 
図 2.5 には、文献 9) ,10)で得られている場所打ちコンクリート杭および埋込み杭の平
均曲線も示した。回転貫入杭の平均曲線は、埋込み杭とほぼ同様の Pp /Ppu－Sp /0.1Dw
関係曲線を示した。このことは、回転貫入杭では埋込み杭と同様に施工時に先端地盤
に応力履歴を与えていないことが現れているものと考えられる。 
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図 2.5 工法別の Pp /Ppu－Sp /0.1Dw 関係の平均曲線 
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2.4 先端抵抗に関する支持力特性 
 
2.4.1 先端支持力度と換算 N 値の関係 
 
回転貫入杭の極限先端支持力度 qp－N 関係を先端地盤別に図 2.6および図 2.7に、
また回転貫入杭およびストレート杭の qp / N に関する統計的な検討結果（以下、“統
計結果”と称す）を表 2.2 および表 2.3 にそれぞれ示す。 
砂質土地盤、粘性土地盤ともに、回転貫入杭の qp / N の平均値は、 1N ＞ 2N ＞ 4N 
の順に大きい。これは図 2.8 に示すように、 2N および 4N に、 1N に比べて比較的大
きな値の N が含まれているためである。ただし、データのばらつきを示す変動係数
は、 1N ＜ 2N ＜ 4N の順に小さい。なお、ストレート杭の qp / N の平均値は、両先端
地盤ともに 2N の場合が最も大きな値となっており、回転貫入杭の場合の 2 倍以上の
値となっている。 
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図 2.6(a) qp－ 1N 関係（砂質土） 
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図 2.6(b) qp－ 2N 関係（砂質土） 
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図 2.6(c) qp－ 4N 関係（砂質土） 
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図 2.7(a) qp－ 1N 関係（粘性土） 
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図 2.7(b) qp－ 2N 関係（粘性土） 
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図 2.7(c) qp－ 4N 関係（粘性土） 
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表 2.2 qp / N に関する統計結果（砂質土） 
工法 N   データ数 平均値a 
標準偏差
σ 変動係数 
1N  104 (15) 170 37 0.22 
2N  63 (14) 160 39 0.24 回転貫入杭 
4N   51 (13) 155 43 0.28 
1N  26 (4) 342 69 0.20 
2N  20 (4) 356 53 0.15 ストレート杭 
4N   13 (4) 334 46 0.14 
( )内は工法数を示す。   
表 2.3  qp / N に関する統計結果（粘性土） 
工法 N   データ数 平均値a 
標準偏差
σ 変動係数 
1N  65 (10) 178 34 0.19 
2N  48 (9) 170 38 0.22 回転貫入杭 
4N   39 (8) 152 49 0.32 
1N  17 (3) 358 56 0.16 
2N  17 (3) 361 56 0.16 ストレート杭 
4N   9 (2) 345 73 0.21 
( )内は工法数を示す。 
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図 2.8 1N － 2N ， 4N 関係 
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2.4.2 先端翼形状毎の先端支持力度と換算 N 値の関係 
 
図 2.6 および図 2.7 を見ると、先端翼のタイプの違いによる qp / N の差はそれほど
顕著ではないが、Type2 が比較的大きく、Type1 が比較的小さい傾向が認められる。
そこで、先端翼の形状毎の qp / 1N に関する統計結果を表 2.4 に示した。qp / 1N の平均
値は、両先端地盤ともに、Type2 が最も大きく、以下 Type3、Type1 の順となってい
る。この要因として、先端翼の形状の違いによる先端地盤の攪乱度合の差が考えられ
る。その他、土屋等 11)の Type1 の先端翼形状の模型実験で確認されている先端翼の下
部に生じる空洞について、先端翼の形状によってその大きさが異なることも一因と推
察される。 
 
表 2.4 回転貫入杭の先端翼の形状毎の qp / 1N に関する統計結果 
土質 先端翼の 
形状 データ数
平均値
a 
標準偏差
σ 変動係数 
Type1 49 (8) 156 32 0.21 
Type2 36 (4) 198 45 0.23 砂質土 
Type3 19 (3) 162 28 0.17 
Type1 24 (5) 162 24 0.15 
Type2 24 (3) 193 37 0.19 粘性土 
Type3 17 (2) 178 32 0.18 
( )内は工法数を示す。 
 
2.4.3 先端翼径比と qp / 1N の関係 
  
回転貫入杭の軸部径に対する先端翼径の比 Dw/D が支持力に及ぼす影響を検討する
ため、qp / 1N と Dw/D の関係を図 2.9 に示した。図中には、全データの最小二乗法に
よる回帰式と相関係数 R を示したが、Dw/D と qp / 1N の間にはほとんど相関が認めら
れない。これは、Dw/D が大きくなるほど、先端翼の耐力と剛性を高めるために先端
翼の厚さが厚くなっており、先端翼の変形による支持力低下がさほど表れなかったた
めと考えられる。 
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(b) 粘性土 
図 2.9  qp / 1N －Dw/D 関係 
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2.4.4 小規模建築物基礎設計指針の算定式との比較 
 
 小規模建築物基礎設計指針 1)には、杭状地盤補強の先端部の下部地盤が粘性土の場
合の極限先端支持力 pR の算定式として、式(2.6)が示されている。 
pR =6c pA （kN/m2） (2.6) 
ここに、 
 c：粘着力（kN/m2）、SWS 試験に基づく場合には式(2.7)による。 
c =qu/2=(45 SWW +0.75 SWN )/2（kN/m2） (2.7) 
式(2.7)の右辺の( )内は一軸圧縮強さ qu（kN/m2）の換算式であり、粘性土の N の
算定式(2.3)を 15 倍したものとなっている。したがって、前述した粘性土の qp / 1N の
平均値 178 を 15/2 で除することにより、qp /c =23.8 となる。これは、式(2.6)による
qp= pR / pA =6c に比べて、およそ 4 倍の値となっている。回転貫入杭の場合、SWS 試
験結果より式(2.7)で c を推定し、さらに式(2.6)で qp を算定することは、かなり過小評
価になるといえる。 
 
2.4.5 先端支持力度と N 値の関係 
 
 前節で対象とした載荷試験結果のうち、SPT の N 値が測定されているデータについ
て、回転貫入杭の極限先端支持力度 qp－杭先端平均 N 値 N 関係を先端地盤毎に図
2.10 および図 2.11 に、qp / N の統計結果を表 2.5 に示す。ここで、杭先端平均 N 値
は、換算 N 値で評価した場合に極限支持力度との相関性が最も高い杭先端±1Dw 間の
測定値の単純平均とした。したがって、平均範囲内の N 値の測定点数は、1 または 2
となっている。なお、図 2.11 には、建築基礎構造設計指針 3)に示されている打込み杭、
場所打ちコンクリート杭および埋込み杭の極限先端支持力度の算定式も示しておいた。
各種杭の支持力係数は、平均値を安全側に丸めたものであるが、排土杭に分類される
回転貫入杭の qp / N の平均値は、非排土杭である場所打ちコンクリート杭と埋込み杭
の場合の中間の値となった。これは、回転貫入杭の先端翼による先端地盤の攪乱の影
響のほか、埋込み杭における先端根固め部による拡径の影響や場所打ちコンクリート
杭の実際の径が設計径より大きいことなどの影響も考えられる。 
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図 2.10 回転貫入杭の極限先端支持力度 qp－杭先端平均 N 値N 関係（砂質土） 
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図 2.11 回転貫入杭の極限先端支持力度 qp－杭先端平均 N 値N 関係（粘性土） 
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表 2.5 回転貫入杭の qp / N に関する統計結果 
土質 データ数 平均値a 
標準偏差
σ 変動係数 
砂質土 52 (7) 189 80 0.42 
粘性土 23 (3) 216 63 0.29 
( )内は工法数を示す。 
 
砂質土地盤における qp / N の平均値は、qp / 1N の平均値（表 2.2 参照）とほぼ同等
であるが、粘性土地盤における qp / N の平均値は、qp / 1N の平均値（表 2.3 参照）に
比べて大きい。これは、図 2.12 に示すように、砂質土地盤ではN と 1N が平均ではほ
ぼ等しいのに対し、粘性土地盤ではN が 1N に比べて平均では小さいことが反映され
ている。また、変動係数については qp / N の方がかなり大きくなっている。これは、
N 値が通常は深さ 1m 毎のデータしか得られないのに対して、SWS 試験による換算 N
値は 25cm 毎にデータが得られるためと考えられる。このことを確認するために、N
値が得られているデータについて、N 値の測定深度と同じ深度の N から平均換算 N
値 NN 1 を求め、qp / 1N と qp / NN 1 について比較した結果を表 2.6 に示す。qp / NN 1 の
変動係数は、qp / 1N の変動係数の 1.5 倍程度となっており、SWS 試験によって 25cm
毎に換算 N 値が得られることが地盤定数の適切な評価に寄与していることが確認で
きた。したがって、本研究で対象としている小径の回転貫入杭に対しては SPT よりも
SWS 試験の方が地盤定数を適切に評価出来ているといえる。 
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表 2.6 qp / 1N と qp / NN 1 に関する統計結果 
土質 N   データ数 平均値a 
標準偏差
σ 変動係数 
1N   41 (6) 169 36 0.21 
砂質土
NN 1  41 (6) 173 52 0.30 
1N   23 (3) 170 36 0.21 
粘性土
NN 1  23 (3) 161 45 0.28 
( )内は工法数を示す。 
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2.5 周面摩擦抵抗に関する支持力特性 
 
2.5.1 周面摩擦力度と換算 N 値の関係 
 
杭周面の土質が砂質土および粘性土における回転貫入杭の極限周面摩擦力度 fs，fc
－杭周面平均換算 N 値 sN ， cN 関係を図 2.13 に、回転貫入杭およびストレート杭の
fs / sN および fc / cN に関する統計結果を表 2.7 に示す。砂質土では、ストレート杭の
fs / sN の平均値は回転貫入杭の約 1.4 倍、粘性土のそれは約 2.0 倍となっている。先
端翼によって施工時に杭軸部周面地盤が大きく乱されているものと考えられ、特に粘
性土で顕著である。 
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表 2.7 fs / sN および fc / cN に関する統計結果 
土質 工法 データ数 平均値a 
標準偏差
σ 変動係数 
回転貫入杭 76 (7) 4.0 3.3 0.83 
砂質土 
ストレート杭 52 (4) 5.5 1.4 0.25 
回転貫入杭 115 (7) 4.8 2.8 0.58 
粘性土 
ストレート杭 55 (4) 9.7 3.5 0.36 
( )内は工法数を示す。 
 
2.5.2 先端翼形状毎の周面摩擦力度と換算 N 値の関係 
 
 回転貫入杭の先端翼の形状毎の fs / sN および fc / cN に関する統計結果を土質毎に表
2.8 に示す。fs / sN および fc / cN の平均値は、Type3 が他のタイプと比べてかなり大
きくなっており、貫入時の地盤の乱れが比較的小さいと考えることができる。ただし、
工法数が 1 つのみであり、変動係数が大きいため、さらにデータを蓄積して検討が必
要である。 
 
表 2.8 回転貫入杭の先端翼の形状毎の 
fs / sN および fc / cN に関する統計結果 
土質 先端翼の 
形状 データ数
平均値
a 
標準偏差
σ 変動係数 
Type1 42 (4) 3.1 1.4 0.45 
Type2 15 (2) 2.2 0.8 0.36 砂質土 
Type3 19 (1) 7.5 4.8 0.64 
Type1 59 (4) 4.5 1.9 0.42 
Type2 28 (2) 2.8 0.6 0.21 粘性土 
Type3 28 (1) 7.2 3.8 0.53 
 ( )内は工法数を示す。 
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2.5.3 小規模建築物基礎設計指針の算定式との比較 
 
小規模建築物基礎設計指針 1)には、杭状地盤補強の極限周面摩擦力度τd の算定式と
して、砂質土地盤については式(2.8)が、粘性土地盤については式(2.9)が示されている。 
砂質土：τd =10N /3（kN/m2） (2.8) 
粘性土：τd =c（kN/m2） (2.9) 
砂質土地盤の場合、N は、SWS 試験に基づく場合には式(2.2)による。回転貫入杭
の fs / sN の平均値は 4.0（表 2.7 参照）であり、式(2.8)のτd /N =10 /3 より大きい。
しかし、式(2.8)のτd /N は、データのばらつきを考慮して平均値を安全側に低減した
値であり、建築基礎構造設計指針 12)に示されている 75％超過係数（=a－0.67σ）を    
fs / sN について求めると fs / sN の 75％超過係数は 1.8 となり、式(2.8)の 0.54 倍のτd
となる。 
粘性土地盤の場合、c は、先端地盤と同様に、SWS 試験に基づく場合には式(2.7)
によるので、回転貫入杭の fc / cN の平均値 4.8（表 2.7 参照）を 15/2 で除すると、fc /c 
=0.64 となる。 
これらの結果より、SWS 試験結果より小規模建築物基礎設計指針に示されている方
法に従って式(2.8)および式(2.9)で極限摩擦力度を算定するのは、先端支持力の場合と
は逆に過大評価となるといえる。 
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2.5.4 周面摩擦力度と N 値の関係 
 
前節で対象とした載荷試験結果のうち、N 値が測定されているデータについて、回
転貫入杭の極限周面摩擦力度 fs－杭周面平均 N 値 sN 関係を図 2.14 に示す。同図には、
建築基礎構造設計指針 3)に示されている各種杭の極限周面摩擦力度の算定式も示した。
回転貫入杭の fs / sN の平均値は、埋込み杭の支持力係数とほぼ同等の値となっている
が、各種杭の場合は、データのばらつきを考慮して平均値を安全側に低減させたもの
であるため、回転貫入杭の fs / sN について前述の 75％超過係数を求めると 1.7 となり、
各種杭の場合より小さくなった。これは、施工時の先端翼による杭軸部周面地盤の攪
乱の影響によると考えられる。 
fs / sN の平均値 2.4 は、表 2.7 で示した回転貫入杭の fs / sN の平均値 4.0 よりかな
り小さくなった。図 2.15 に sN と sN との関係を示したが、ばらつきはあるものの sN
の方が大きい傾向にあることが分かる。 
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図 2.14 極限周面摩擦力度 fs－杭周面平均 N 値 sN 関係 
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2.6 まとめ 
 3 タイプの先端翼形状を有する回転貫入杭工法の載荷試験データを対象に、先端支
持力度および周面摩擦力度と SWS 試験結果から求められる換算 N 値との関係につい
て統計的に検討した。得られた主要な知見は、以下のとおりである。 
① 回転貫入杭工法の先端荷重 Pp を極限先端荷重 Ppu で除した Pp /Ppu と先端沈下量
Sp を先端翼径 Dw の 10％で除した Sp /0.1Dw との関係の平均曲線には、施工時の杭
先端地盤への応力履歴の影響が認められなかった。 
② 回転貫入杭の極限先端支持力を先端沈下量が先端翼径 Dw の 10％に達した時の先
端荷重と定義し、極限先端支持力度 qp と 3 種類の先端平均換算 N 値との関係を検
討した結果、先端地盤が砂質土（礫質土を含む）、粘性土の場合ともに杭先端下方
1Dw～上方 1Dw 間の平均換算 N 値 1N が他の範囲の値より比較的小さいが、相関性
が最も高く、その平均値は以下のとおりであった。 
砂質土：qp =170 1N （kN/m2） 
粘性土：qp =178 1N （kN/m2） 
③ 3 種類の先端翼形状別の qp / 1N の平均値は、切欠き付き円盤（Type2）の場合が他
の形状のものよりも大きくなった。 
④ 回転貫入杭の極限周面摩擦力度 fs（周面地盤が砂質土）および fc（同粘性土）と平
均換算 N 値 sN および cN との関係の平均値は以下のとおりであった。 
砂質土：fs =4.0 sN （kN/m2） 
粘性土：fc =4.8 cN （kN/m2） 
⑤ 3 種類の先端翼の形状別の fs / sN および fc / cN の平均値は、2 枚の鋼板（Type3）
の場合が他の形状のものよりもかなり大きくなった。ただし、データ数が少ない
ため、さらにデータを蓄積して検討が必要である。 
⑥ SPT による杭先端下方 1Dw～上方 1Dw 間の平均 N 値N と qp との関係は、SWS
試験による同区間での平均換算 N 値 1N と qp との関係よりも変動係数が大きかっ
た。N 値と同一深度での換算 N 値 NN 1 を求めても、 NN 1 と qp との関係は、 1N と
qp との関係よりも変動係数が大きく、本研究で対象としている平均換算 N 値が 30
程度までの地盤における回転貫入杭の支持力に対しては、測定間隔の小さい SWS
試験の方が地盤定数をより適切に評価できるものと考えられる。 
 
 qp の算定式としては、平均値から標準偏差を減じたものを安全側に丸めたものとし
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て、以下の式を提案する。 
砂質土：qp =130 1N （kN/m2） 
粘性土：qp =140 1N （kN/m2） 
 なお、fs および fc については、ばらつきが大きいこと、および、回転貫入杭の支持
力は先端支持力のみで設計されていることが多いことから、設計式は提案しない。 
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第 3 章 コンクリート圧入杭の支持力特性に関する統計的検討 
 
3.1 概説 
 
 本章では、各コンクリート圧入杭工法の開発のために行われた現場載荷試験結果を
収集し、極限支持力と SWS 試験結果から評価される換算 N 値との関係について統計
的に検討する。また、得られた結果と小規模建築物基礎設計指針 1)に示されている算
定式を比較する。 
 
3.2 検討対象工法の概要 
 
3.2.1 コンクリート圧入杭の形状 
 
 コンクリート圧入杭の断面形状の概略図を図 3.1 に、断面形状毎の検討対象資料の
概要をまとめて表 3.1 に示す。対象としたコンクリート圧入杭は、すべて軸部に節な
どの無いストレート型のものである。断面形状は、円形、正八角形、辺の長さが 2 通
りの十角形（以下、“変十角形”と称す）および H 型である。他にも正方形断面の杭
を用いる工法もあるが、有効なデータ数が少ないこと、および、この杭の極限支持力
が他工法に比べて極端に大きな値となっていることから、検討対象から除外した。な
お、図 3.1(a)の円形杭は、コンクリート断面は円筒形であるが、杭先端が先端沓によ
って閉塞されているため円形と称している。杭径または辺長 D は、円形断面は外径、
正八角形および変十角形断面は外接する円の直径、H 型断面は外接する正方形の辺の
長さを示している。また、プレボーリング長は、杭打設時に一旦オーガーを通過させ
て緩めた範囲の地盤の深度である。検討対象資料には、プレボーリングを実施してい
ないもの、地表面から杭先端上方 1D までプレボーリングを実施しているものもある。
なお、各工法における杭 1 本の最大長さは 7～10m であり、これを超える杭について
は、いずれの工法においてもほぞ継手を用いて 2～3 本の杭を継いで施工されている。
杭の圧入は、一般に 0.6m/sec 以下の速度で管理されている。杭の種類は、円形断面は
鉄筋コンクリート杭（JIS A 5372）、正八角形断面はプレストレストコンクリート杭
（JIS A 5373）、変十角形断面は JIS 規格外の鉄筋コンクリート杭、H 型断面はプレ
ストレストコンクリート杭である。 
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 (c) 変十角形 (d) H 型  
図 3.1 コンクリート圧入杭の断面形状 
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表 3.1 検討対象杭一覧 
断面形状 工法数＊
杭径 
または 
辺長 
D 
（mm）
杭長 
L 
（m）
プレボー 
リング長 
（m） 
2 
円形 
2 
200～ 
250 
2.4～ 
25.4 
0.0～ 
25.0 
1 
正八角形 
1 
200 
2.9～ 
18.9 
0.75～ 
18.0 
1 
変十角形 
1 
212 
3.0～ 
11.0 
0.0～ 
4.5 
2 
H 型 
2 
200 
2.8～ 
17.5 
0.5～ 
11.5 
＊工法数の上段は先端地盤が砂質土、下段は粘性土の数を示す。 
 
3.2.2 極限鉛直支持力式 
 
 支持力係数は、回転貫入杭と同様に、極限鉛直支持力 uR の算定式として SWS 試験
結果に基づいて定義した式(3.1)に従って求める。 
ψLN+LN+ANR ccSWssSWpSWu )(=    (3.1) 
 ここに、 
 uR  ：極限鉛直支持力（kN） 
 SW  ：先端抵抗に関する支持力係数 
 SW  ：砂質土地盤での周面摩擦抵抗に関する支持力係数 
 SW  ：粘性土地盤での周面摩擦抵抗に関する支持力係数 
 N   ：杭先端の N の平均値で、下記の 4 種類を検討対象とした。 
    11N ：杭先端下方 1D～上方 1D（以下、±1D と表記）の範囲における N の平
均値 
    21N  ：杭先端下方 2D～上方 1D（以下、－2D＋1D と表記）の範囲における N 
の平均値 
    41N  ：杭先端下方 4D～上方 1D（以下、－4D＋1D と表記）の範囲における N 
の平均値 
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14N  ：杭先端下方 1D～上方 4D（以下、－1D＋4D と表記）の範囲における N 
の平均値 
         D：円形断面は外径、正八角形および変十角形断面は外接する円の直径、
H 型断面は辺の長さ（m） 
sN   ：杭軸部が砂質土に接する部分の N の平均値 
cN   ：杭軸部が粘性土に接する部分の N の平均値 
      N ：SWS 試験結果による換算 N 値で、式(2.2)、(2.3) 2)による。 
砂質土： SWSW NWN 06702 .  (3.2) 
粘性土： SWSW NWN 0503 .  (3.3) 
      SWW ：SWS 試験の荷重（kN） 
      SWN ：SWS 試験の貫入量 1m 当たりの半回転数 
 pA  ：杭先端有効断面積（m2） 
 sL  ：杭軸部が砂質土地盤に接する長さ（m） 
 cL  ：杭軸部が粘性土地盤に接する長さ（m） 
 ψ  ：杭軸部の周長（m） 
N の算定範囲のうち、 14N  については、建築基礎構造設計指針 3)の打込み杭の平均
N 値の算定範囲が杭先端－1D＋4D であることを考慮した。 11N  、 21N  、 41N  の先端上
方位置（＋1D ）については、回転貫入杭と同様に、載荷試験における先端支持力が
杭先端＋1D に貼付したひずみゲージの測定値から求めた軸力としていることを考慮
した。したがって、本研究における先端支持力には、杭先端＋1D の位置から杭先端
までの周面摩擦力も含まれていることになる。杭先端下方位置についても、回転貫入
杭と同様に、既往の検討結果等を参考に設定した。すなわち、①建築基礎構造設計指
針 3)の場所打ちコンクリート杭および埋込み杭の平均 N 値の算定範囲が杭先端±1D で
あること、②小椋 4)により場所打ち杭は杭先端－2D＋1D の平均 N 値が支持力評価の
精度が最も高いことが示されていること、③山崎 5)により埋込み杭は杭先端－2～－
4D の N 値が杭先端－1D の N 値よりも小さい場合、杭先端－4D までの平均 N 値が
支持力評価の精度が最も高いことが示されていること、④佐伯ら 6)により杭先端－4D
までの N 値に深度により重み付けを行って平均 N 値を算定する方法が提案されてい
ること、などである。 
なお、N は、算定範囲内のN の単純平均とした。また、地盤を砂質土地盤（礫質
土地盤を含む、以下同様）および粘性土地盤に分けて検討を行っているが、 21N  、 41N 
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および 14N  については、先端地盤が砂質土地盤あるいは粘性土地盤と称していても、
その算定範囲に異なる土質を含んでいる場合もある。 
杭先端有効断面積 pA は、先端の実面積と定義した。したがって、円形断面の場合、
先端部が先端沓で閉塞されているため、直径 D の円形として pA を求めている。また、
杭軸部の周長ψ は、すべての断面形状の杭で実周長を採用している。 
 鉛直載荷試験は、地盤工学会基準「杭の押込み試験方法」7)に準拠して、全て多サ
イクル段階載荷方式で行われている。また、極限鉛直支持力は、杭先端沈下量が D の
10％に達した時点の荷重と定義し、この荷重以上の載荷荷重を所定の時間（通常 30
分）保持できているものを検討対象データとした。 
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3.3 先端荷重－先端沈下量関係 
 
対象とした全てのデータについて、先端荷重 Pp を極限先端荷重 Ppu で除した Pp /Ppu
と先端沈下量 Sp を 0.1D で除した Sp /0.1 D との関係を先端地盤の種別毎に図 3.2 に示
す。Pp /Ppu－Sp /0.1D 曲線は砂質土地盤（全 45 件）に比べて粘性土地盤（全 38 件）
の方がばらつきが大きい傾向が認められる。 
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(a) 砂質土 
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(b) 粘性土 
図 3.2 Pp /Ppu－Sp /0.1 D 関係 
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断面形状毎の Pp /Ppu－Sp /0.1 D 曲線の平均曲線を先端地盤の種別毎に図 3.3 に示す。
平均曲線は、回転貫入杭と同様に、文献 8) ,9)を参考に式(3.4)で表現した。 
n
puppupwp PPPPDS )/)(()/(./  －110   (3.4) 
 は各曲線の初期勾配を直線で近似して求めた値を平均した。n は曲線毎に求めた
 と Pp /Ppu の実測値を式(3.4)に代入し、これと Sp /0.1D の実測値を用いて最小二乗
法により求めた値を平均した。断面形状毎の Pp /Ppu－Sp /0.1D 曲線の平均曲線には、
いずれの先端地盤においても顕著な相違は認められない。 
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(b) 粘性土 
図 3.3 断面形状毎の Pp /Ppu－Sp /0.1D 関係の平均曲線 
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砂質土地盤および粘性土地盤すべてのデータを対象としたコンクリート圧入杭の
Pp /Ppu－Sp /0.1D曲線の平均曲線を図 3.4に示した。平均曲線は式(3.5)で与えられる。 
41475025010 .)/(.)/(../ puppupwp PPPPDS   (3.5) 
図 3.4 には、回転貫入杭と同様に、文献 8) ,9)で得られている場所打ちコンクリート
杭および埋込み杭の平均曲線も示した。コンクリート圧入杭の平均曲線は、Pp / Ppu
が 0.7 程度までは直線的であるが、それ以後急激に沈下量が増大する形状となってい
る。これに対し、場所打ちコンクリート杭および埋込み杭では、極限状態に至るまで
Pp /Ppu－Sp /0.1D 関係曲線はなだらかであり、沈下量が急増するような荷重は認めら
れない。このことは、コンクリート圧入杭では施工時の圧入力によって先端地盤に応
力が作用し、載荷試験時にこの応力が履歴応力として現れるのに対し、場所打ちコン
クリート杭および埋込み杭では施工時に先端地盤に応力履歴を与えていないことが現
れているものと考えられる。岸田ら 10) は Displacement pile および Non－
displacement pile の先端荷重－先端沈下量関係を統一的に説明するための模式図を
示しているが、図 3.4 に示した各杭の Pp /Ppu－Sp /0.1D 関係の平均曲線の形状は、こ
れと定性的に整合している。 
 
0
0.2
0.4
0.6
0.8
1
0 0.2 0.4 0.6 0.8 1
P p /P pu
Sp
/0
.1
D
コンクリート圧入杭
場所打ち杭
埋込み杭
 
図 3.4 工法別の Pp /Ppu－Sp /0.1D 関係の平均曲線 
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3.4 先端抵抗に関する支持力特性 
 
3.4.1 先端支持力度と換算 N 値の関係 
 
コンクリート圧入杭の極限先端支持力度 qp－ N 関係を先端地盤別に図 3.5 および
図 3.6 に、qp/ N に関する統計結果を表 3.2 に示す。主に小規模建築物を対象とした
コンクリート圧入杭は、狭小な宅地での施工を考慮して、小型の施工機を用いること
が多いため、図 3.5 および図 3.6 の各 N は 20 以下のデータがほとんどである。 
砂質土地盤、粘性土地盤ともに、qp / N の平均値は、 14N  ＞ 11N  ＞ 21N  ＞ 41N  となる。
これは図 3.7 に示すように、 14N  が 11N  より小さな値のN となっている場合、あるい
は、 21N  および 41N  が 11N  より大きな値となっている場合が多いためである。データの
ばらつきを示す変動係数は、砂質土地盤の場合は 11N  ＜ 21N  ＜ 41N  = 14N  、粘性土地盤
の場合は 21N  ＜ 41N  ＜ 11N  ＜ 14N  となる。 
 
表 3.2 qp / N に関する統計結果 
土質 N   データ数 平均値a 
標準偏差
σ 変動係数 
11N   45 (6) 369 78 0.21 
21N   44 (6) 345 100 0.29 
41N   40 (6) 332 101 0.30 
砂質土
14N   45 (6) 499 150 0.30 
11N   38 (6) 313 99 0.32 
21N   36 (6) 288 77 0.27 
41N   32 (6) 280 81 0.29 
粘性土
14N   38 (6) 354 122 0.34 
( )内は工法数を示す。 
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図 3.5(a) qp－ 11N  関係（砂質土） 
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図 3.5(b) qp－ 21N  関係（砂質土） 
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図 3.5(c) qp－ 41N  関係（砂質土） 
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図 3.5(d) qp－ 14N  関係（砂質土） 
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図 3.6(a) qp－ 11N  関係（粘性土） 
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図 3.6(b) qp－ 21N  関係（粘性土） 
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図 3.6(c) qp－ 41N  関係（粘性土） 
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図 3.6(d) qp－ 14N  関係（粘性土） 
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図 3.7 11N  － 14N  ， 21N  ， 41N  関係 
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3.4.2 コンクリート圧入杭の形状毎の先端支持力度と換算 N 値の関係 
 
図 3.5 および図 3.6 を見ると、砂質土の場合では円形や変十角形の qp / N が、粘性
土の場合では円形の qp / N が、比較的大きい傾向が認められる。そこで断面形状毎の
qp / 11N  に関する統計結果を表 3.3 に示した。ただし、データ数が少ないため、参考程
度と理解されたい。qp / 11N  の平均値は、砂質土の場合では変十角形が最も大きく、以
下円形、H 型、正八角形の順であり、粘性土の場合では円形が最も大きく、以下正八
角形、H 型、変十角形の順であった。 
 
表 3.3 断面形状毎の qp / 11N  に関する統計結果 
土質 断面形状 データ数 平均値a 
標準偏差
σ 変動係数 
円形 12 (2) 394 91 0.23 
正八角形 10 (1) 314 64 0.20 
変十角形 6 (1) 448 88 0.20 
砂質土 
H 型 17 (2) 355 39 0.11 
円形 11 (2) 403 130 0.32 
正八角形 8 (1) 280 51 0.18 
変十角形 5 (2) 267 29 0.11 
粘性土 
H 型 14 (2) 278 59 0.21 
( )内は工法数を示す。 
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3.4.3 小規模建築物基礎設計指針の算定式との比較 
 
小規模建築物基礎設計指針 1)には、杭状地盤補強の極限先端支持力 pR の算定式とし
て、先端部の下部地盤が砂質土の場合については式(3.6)が、粘性土の場合の場合につ
いては式(3.7)が示されている。 
砂質土： pR =200 pAN （kN） (3.6) 
粘性土： pR =6c pA （kN） (3.7) 
ここに、 
 N ：杭先端から±1D の範囲における N 値の平均値で、SWS 試験結果に基づく場
合には式(3.2)による。 
c ：粘着力（kN/m2）、SWS 試験に基づく場合には式(3.8)による。 
c =qu/2=(45 SWW +0.75 SWN )/2（kN/m2） (3.8) 
砂質土地盤の場合、式(3.6)の pR / pAN =200 は平均値よりも安全側に設定された値
であるが、qp / 11N  の平均値 369（表 3.2 参照）は、これのおよそ 1.8 倍の値となって
いる。 
粘性土地盤の場合、式(3.8)の右辺の( )内は一軸圧縮強さ qu（kN/m2）の換算式であ
り、粘性土のN の算定式(3)を 15 倍したものとなっているので、粘性土の qp / 11N  の
平均値 313（表 3.2 参照）を 15/2 で除することにより、qp /c =41.7 となる。砂質土同
様、式(3.7)による qp= pR / pA =6c はやや安全側に設定された式であるが、粘性土の   
qp / 11N  の平均値はこれに比べておよそ 7 倍の値となっている。 
小規模建築物基礎設計指針に示されている算定式は、プレボーリング併用埋込みに
よる小口径既製コンクリート杭および圧入または回転貫入による小口径鋼管杭や木杭
を対象としたものであり、コンクリート圧入杭の場合は、SWS 試験結果より式(3.6)
および式(3.7)で先端支持力を算定することは、過小評価になるといえる。 
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3.5 周面摩擦抵抗に関する支持力特性 
 
3.5.1 周面摩擦力度と換算 N 値の関係 
 
杭周面の土質が砂質土および粘性土における極限周面摩擦力度 fs，fc－杭周面平均
換算 N 値 sN ， cN 関係を図 3.8 に、fs / sN および fc / cN に関する統計結果を表 3.4 に
示す。なお、これらのデータには、プレボーリング区間は含んでいない。変動係数は、
砂質土で 0.29、粘性土で 0.43 であり、粘性土の場合の方がばらつきが大きかった。
これは、砂質土に比べて粘性土の方が施工時の乱れが回復するまでに時間を要するこ
とや H 型とその他の断面形状における fc / cN の差が fs / sN の差よりも大きいことが影
響していると考えられる。 
 
表 3.4 fs / sN および fc / cN に関する統計結果 
土質 データ数 平均値a 
標準偏差
σ 変動係数 
砂質土 49 (6) 4.9 1.4 0.29 
粘性土 88 (6) 9.4 4.0 0.43 
( )内は工法数を示す。 
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図 3.8 極限周面摩擦力度 fs，fc－杭周面平均換算 N 値 sN ， cN 関係 
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3.5.2 コンクリート圧入杭の形状毎の周面摩擦力度と換算 N 値の関係 
 
 コンクリート圧入杭の断面形状毎の fs / sN および fc / cN に関する統計結果を表 3.5
に示す。ただし、先端地盤同様、データ数が少ないため、参考程度と理解されたい。
fs / sN の平均値は、円形が最も大きく、以下変十角形、正八角形、H 型の順であるが、
変十角形、正八角形および H 型はほぼ同程度であった。fc / cN の平均値は、変十角形
が最も大きく、以下円形、正八角形、H 型の順であるが、変十角形と円形はほぼ同程
度であった。 
 
表 3.5 断面形状毎の fs / sN および fc / cN に関する統計結果 
土質 断面形状 データ数 平均値a 
標準偏差
σ 変動係数 
円形 9 (2) 6.6 1.2 0.18 
正八角形 8 (1) 4.6 1.5 0.33 
変十角形 2 (1) 4.7 1.3 0.28 
砂質土 
H 型 30 (2) 4.5 1.1 0.24 
円形 15 (2) 12.2 5.1 0.42 
正八角形 25 (1) 9.5 2.1 0.22 
変十角形 16 (1) 12.4 4.6 0.37 
粘性土 
H 型 32 (2) 6.4 1.0 0.16 
( )内は工法数を示す。 
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3.5.3 小規模建築物基礎設計指針の算定式との比較 
 
小規模建築物基礎設計指針 1)には、杭状地盤補強の極限周面摩擦力度τd の算定式と
して、砂質土地盤については式(3.9)が、粘性土地盤については式(3.10)が示されてい
る。 
砂質土：τd =10N /3（kN/m2） (3.9) 
粘性土：τd =c（kN/m2） (3.10) 
砂質土地盤の場合、N は、SWS 試験に基づく場合には式(3.2)による。コンクリー
ト圧入杭の fs / sN の平均値は 4.9（表 3.4 参照）であるから、式(9)のτd /N =10 /3 の
およそ 1.5 倍である。しかし、式(3.9)のτd /N は、データのばらつきを考慮して平均
値を安全側に低減した値であり、建築基礎構造設計指針 11)に示されている 75％超過
係数（=a－0.67σ）を fs / sN について求めると fs / sN の 75％超過係数は 4.0 となり、
式(3.9)の 1.2 倍のτd となる。 
粘性土地盤の場合、c も先端地盤と同様に、SWS 試験に基づく場合には式(3.8)によ
るので、コンクリート圧入杭の fc / cN の平均値 9.4 と標準偏差 4.0（表 3.4 参照）か
ら求めた 75％超過係数 6.7 を 15/2 で除すると、fc /c =0.9 となる。 
これらの結果より、SWS 試験結果より小規模建築物基礎設計指針に示されている方
法に従って式(3.9)および式(3.10)で極限周面摩擦力度を算定するのは、砂質土の場合
はやや過小評価、粘性土の場合はやや過大評価といえる。 
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3.6 打設時圧入力と支持力との関係 
  
コンクリート圧入杭では、杭頭に設置したロードセルによって計測した圧入力を指
標として施工管理を行うことが標準となっている。施工時の圧入力と深度との関係に、
載荷試験で得られた杭頭荷重－杭頭沈下量関係を併記した例を図 3.9 に示す。なお、
図 3.9(b)は図 3.9(a)の縦軸の一部を拡大したものである。断面形状は H 型、先端地盤
の土質は砂質土、設計深度は 17.5m である。同図より、打ち止め圧入力は杭の載荷試
験結果から求められる短期許容支持力（=Ru/1.5）にほぼ等しいことがわかる。このこ
とを確認するために、図 3.10 に圧入力の記録のあるデータについて載荷試験における
杭頭での極限支持力 Ru と打ち止め圧入力 Pd との関係を示した。Ru は概ね Pd の 1.5
倍の値となっている。これは、施工速度と載荷速度の違いや載荷試験では施工後に適
切な養生期間を設けていることが影響していると考えられるが、明確な理由は不明で
ある。しかし、施工時に Pd を設計における短期許容支持力以上として管理すれば、所
定の極限支持力を確保できるものと考えられる。 
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図 3.9 (a)  圧入力、杭頭荷重と杭先端深度の関係 
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図 3.9 (b)  圧入力、杭頭荷重と杭先端深度の関係（深度拡大図） 
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3.7 まとめ 
 
4 種類の断面形状のコンクリート圧入杭工法の載荷試験データを対象に、先端支持
力度および周面摩擦力度と SWS 試験結果から求められる換算 N 値との関係について
統計的に検討した。得られた主要な知見は、以下のとおりである。 
① コンクリート圧入杭の先端荷重 Pp を極限先端荷重 Ppu で除した Pp /Ppu と先端沈下
量 Sp を D（円形断面は直径、正八角形および変十角形断面は外接する円の直径、
H 型断面は辺の長さを示す）の 10％で除した Sp /0.1D との関係の平均曲線には、
施工時の圧入力による杭先端地盤への応力履歴の影響が認められた。 
② コンクリート圧入杭の極限先端支持力を先端沈下量が D の 10％に達したときの先
端荷重と定義し、極限先端支持力度 qp と 4 種類の先端平均換算 N 値との関係を検
討した結果、先端地盤が砂質土（礫質土を含む）の場合は杭先端下方 1D～上方 1D
間の平均換算 N 値 11N  、粘性土の場合は杭先端下方 2D～上方 1D 間の平均換算 N
値 21N  との相関性が最も高く、その平均値は以下のとおりであった。 
砂質土：qp =369 11N  （kN/m2） 
粘性土：qp =288 21N  （kN/m2） 
③ コンクリート圧入杭の極限周面摩擦力度 fs（周面地盤が砂質土）および fc（同粘性
土）と平均換算 N 値 sN および cN との関係の平均値は以下のとおりであった。 
砂質土：fs =4.9 sN （kN/m2） 
粘性土：fc =9.4 cN （kN/m2） 
④ コンクリート圧入杭の施工時の打ち止め圧入力は、載荷試験結果から求められる短
期許容支持力にほぼ等しく、打ち止め圧入力を短期許容支持力以上として管理す
ることの有用性が確認された。 
 
回転貫入杭同様、qp の算定式としては、平均値から標準偏差を減じたものを安全側
に丸めたものとして、以下の式を提案する。 
砂質土：qp =290 11N  （kN/m2） 
粘性土：qp =210 21N  （kN/m2） 
 なお、fs および fc については、ばらつきが大きいことから、設計式は提案しない。
今後さらにデータを蓄積して検討する必要がある。 
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第 4 章 模型実験による杭の長さ径比に関する検討 
 
4.1 概説 
 
 本章では、杭にステンレスパイプ、地盤に弾性体と見なせる寒天を用い、杭の固定
条件を両端ピン支持および頭部固定－先端ピン支持とした模型座屈実験を行い、地盤
の剛性、杭の固定条件および杭の長さ径比が杭の座屈荷重に与える影響を検討し、文
献 1) ,2)に示されている座屈荷重式より求められる座屈荷重と比較した。 
 
4.2 実験概要 
 
4.2.1 実験装置 
 
 本実験で用いた実験装置を図 4.1 に示す。なお、同図の杭頭部の支持条件の固定端
は、杭頭の水平方向への移動および回転を拘束していることを表している。 
 
 
図 4.1 実験装置（単位：mm） 
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(1) 実験土槽 
 実験土槽を図 4.2 に示す。実験土槽には、外径φ165.2mm、高さ 680mm、厚さ 5mm
の鋼管（土槽 1）を用いた。後述する模型杭の長さの変化に対応出来るように、これ
とは別に同径、同厚で高さが 340mm と 680mm の鋼管（それぞれ土槽 2、土槽 3）を
用意して組み合わせた（図 4.3 参照）。なお、これらの鋼管は、模型杭の設置や模擬地
盤の撤去がしやすいように半割になっている。鋼管を半割にした切断部および鋼管の
両端部にはフランジを溶接し、半割にした鋼管同士、鋼管 1 と鋼管 2 あるいは鋼管 3
および鋼管 1 と厚さ 25mm の鋼製土槽底板の接合部に厚さ 2mm のゴムを挟み、ボル
トで固定した。 
 
(a) 土槽 1 および土槽 3 
 
(b) 土槽 2 
図 4.2 実験土槽（単位：mm） 
 71
   
(a)  l =650mm 用     (b)  l =935mm 用    (c)  l =1300mm 用 
図 4.3 土槽組立図（単位：mm、l ：模型杭の長さ） 
 
(2) 載荷装置 
 模型杭の載荷の反力として、溝形鋼（[－200×80×10×10]）を支柱に 4 本、載荷
梁に 2 本をボルトで接合して用いた。実験装置の上部には、模型杭に載荷するための
スクリュージャッキを設置した。載荷ロッドは、両端にネジを取り付けた直径 50mm、
長さ 400mm、750mm、1000mm の丸鋼を用意し、模型杭の長さにより使い分けた。 
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4.2.2 模型杭 
 
 模型杭には、直径 d=5mm、厚さ 0.8mm、長さ l =650mm、975mm、1300mm の 3
種類のステンレスパイプ（SUS304）を用いた。本研究で座屈荷重に与える影響とし
て対象としている長さ径比 l /d はそれぞれ 130、195、260 である。l /d=130 としたの
は、第 1 章で述べたとおり、大臣認定に係る基礎ぐいの性能評価における回転貫入杭
の最大施工長を杭径の 130 倍と規定しているためであり、l /d=195、260 はそれぞれ
その 1.5 倍、2 倍に該当する。ステンレスパイプの材料特性を表 4.1 に示す。これら
は、ステンレスパイプの引張試験より得られたものである。引張試験から得られたス
テンレスパイプの応力－ひずみ関係を図 4.4 に示す。 
 
表 4.1 ステンレスパイプの材料特性 
ヤング係数 
E 
（N/mm2）
降伏強度 
σy 
（N/mm2）
175000 236 
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図 4.4 ステンレスパイプの応力－ひずみ関係 
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4.2.3 模擬地盤の作製方法と杭の設置方法 
 
 本実験では、模型杭に用いたステンレスパイプの寸法、剛性および後述する弾性地
盤に支持された棒の座屈荷重と比較することを考慮して、比較的剛性の小さく、弾性
体とみなせる寒天を模擬地盤に用いることとした。粉寒天と水との配合比を変えるこ
とにより、剛性を変化させた。溶かした寒天を直径 5cm、高さ 10cm のモールドに流
し込んで作製した供試体の一軸圧縮試験から得られた応力－ひずみ関係の例（粉寒天
に対する水の配合比：10、20、30 および 60）を図 4.5 に示す。寒天の応力－ひずみ
関係はほぼ直線であり、寒天により模擬された地盤は、弾性体と見なしてよいと判断
した。 
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図 4.5 寒天の応力－ひずみ関係 
 
 模擬地盤は、両端ピン支持あるいは杭頭固定－先端ピン支持で模型杭を実験土槽に
鉛直に設置した後、所定の配合比でよく水に溶かした寒天を杭頭より上部まで流し込
んで作製した。寒天が固まるまで、2 日間表面を高分子フィルムで覆って養生した。
模型杭設置状況の概略図を図 4.6 に示す。 
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(a) 両端ピン支持       (b) 杭頭固定－先端ピン支持 
図 4.6 模型杭設置状況の概略図 
 
4.2.4 載荷方法と測定方法 
 
 載荷方法は、実験装置の最上部に取り付けたスクリュージャッキによる連続載荷と
した。載荷速度は、0.5mm/min とした。 
 測定項目は、杭頭荷重と杭頭変位とし、5 秒間隔で測定を行った。最大杭頭荷重を
確認した後、載荷および測定を終了した。 
 杭頭荷重は、載荷ロッドと球座（両端ピン支持の場合）あるいは杭頭の治具（杭頭
固定－先端ピン支持の場合）の間に取り付けたロードセルで測定した。杭頭変位量は、
スクリュージャッキに取り付けたダイヤルゲージで測定した変位からロッドのヤング
係数と載荷荷重より求めたロッドの縮み量を減じたものとした。 
土槽底板 
球座
杭治具 
土槽底板
杭 治具
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4.2.5 実験の種類 
 
 実験の種類を表 4.2 に示す。 
両端ピン支持の場合は、ステンレスパイプの長さが 650mm の場合は、粉寒天に対
する水の配合比が 10、20、30 および 60 の 4 種類、975mm および 1300mm の場合
は、10 および 20 の 2 種類で、これらに加えて各長さのステンレスパイプで地盤の無
い状態でも行った。 
 杭頭固定－先端ピン支持の場合は、すべての長さのステンレスパイプで、地盤の無
い状態と粉寒天に対する水の配合比が 10、20 および 30 の 4 種類で行った。 
 変形係数 E50 は、溶かした寒天を直径 5cm、高さ 10cm のモールドに流し込んで作
製した 3 本の供試体の一軸圧縮試験より、ひずみが 15％の時として求めた値を平均し
た。なお、粉寒天に対する水の配合比が同じでも E50 が大きく異なる、あるいは、粉
寒天に対する水の配合比が大きい方が E50 が小さくなっているものもあるが、これは、
粉寒天が水に溶けきっていなかったことが原因と考えられる。しかし、一軸圧縮試験
より E50 が求められているため、実験結果への影響は無いと判断した。 
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表 4.2 実験の種類 
No. 支持条件 
模型杭の 
長さ 
l 
（mm） 
長さ径比
l /d 
粉寒天に 
対する 
水の配合比 
模擬地盤の 
変形係数 
E50 
（kN/m2） 
pp-650-0 － － 
pp-650-10 10 542 
pp-650-20 20 214 
pp-650-30 30 107 
pp-650-60 
650 130 
60 23 
pp-975-0 － － 
pp-975-10 10 607 
pp-975-20 
975 195 
20 283 
pp-1300-0 － － 
pp-1300-10 10 621 
pp-1300-20 
両端ピン 
1300 260 
20 101 
fp-650-0 － － 
fp-650-10 10 358 
fp-650-20 20 308 
fp-650-30 
650 130 
30 131 
fp-975-0 － － 
fp-975-10 10 488 
fp-975-20 20 370 
fp-975-30 
975 195 
30 72 
fp-1300-0 － － 
fp-1300-10 10 482 
fp-1300-20 20 106 
fp-1300-30 
杭頭固定－ 
先端ピン 
1300 260 
30 156 
 
 
 77
4.3 弾性座屈荷重式 
 
 実験結果を検討するにあたり、文献 1) ,2)に示されている座屈荷重式を示しておく。 
 
4.3.1 両端ピン支持の場合の弾性座屈荷重式 
  
 弾性地盤に支持された両端ピン支持の場合の杭の弾性座屈荷重式は、式(4.1) 1)で表
される。 
 )( EImm
EIPcr 42
4
2
2
2
1000 
 l
l
  (4.1) 
 ここに、Pcr：杭の座屈荷重（kN） 
E ：杭のヤング係数（N/mm2） 
I ：杭の断面二次モーメント（=24.1mm4） 
l ：杭の長さ（mm） 
m ：Pcr が最小になる sin 半波の数で自然数 
   ：地盤定数（N/mm2）（たわみが 1mm に等しいときの杭の単位長さ
当たりの地盤反力）で、式(4.2)を用いた。 
10000 /dkh 2 (4.2) 
d：模型杭の直径（mm） 
kh0：基準水平地盤反力係数（kN/m3）で、式(4.3) 3)による。 
     43-000
/BEk khh ・・・  (4.3) 
0kh ：評価法によって決まる定数（m-1）で、一軸圧縮試験から求
めた地盤の変形係数を用いる場合は 80. 
ξ  ：群杭を考慮した係数で単杭の場合は 1.0 
 E0 ：地盤の変形係数（kN/m2）で、一軸圧縮試験より求めた E50
を用いた。 
B  ：無次元化杭径（杭径を cm で表した無次元数値） 
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4.3.2 杭頭固定－先端ピン支持の場合の弾性座屈荷重式 
 
 弾性地盤に支持された杭頭固定－先端ピン支持の場合の杭の弾性座屈荷重式は、式
(4.4) 2)で表される。 
 fpcr
EIP  2
2
1000l
  (4.4) 
 ここに、 fp ：地盤による座屈荷重の上昇率で、式(4.5)あるいは式(4.6)による。 
EI
l
fp


42 )(  （ 4 2  /EIl ≦ ） (4.5) 
         EIlfp /)()/( 
222114   （ 4 2  /EIl ≧ ） (4.6) 
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4.4 両端ピン支持の場合の実験結果 
 
4.4.1 荷重－変位量関係 
 
 杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係を模型杭の長さ毎に図 4.7 に示す。同図には、式
(4.7)に示すオイラー座屈荷重 PE も示した。pp-650-0、pp-975-0 および pp-1300-0 の
最大杭頭荷重 P0max は、やや PE より大きな値を示しているが、比較的よい対応を示し
ているといえる。また、どの長さの模型杭においても、模擬地盤の変形係数 E50 が大
きくなれば、P0max も大きくなっていることがわかる。すべての P0max が模型杭の降伏
荷重 2.49kN よりも小さいため、この P0max を座屈荷重とする。 
 2
2
1000l
EIPE
  (4.7) 
 ここに、PE：オイラー座屈荷重（kN） 
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P
0(
kN
)
pp-650-0
pp-650-10
pp-650-20
pp-650-30
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系列6P E
 
図 4.7(a) 杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係（l =650mm（l /d=130）） 
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図 4.7(b) 杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係（l =975mm（l /d=195）） 
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図 4.7(c) 杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係（l =1300mm（l /d=260）） 
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4.4.2 座屈荷重と地盤の剛性の関係 
 
 最大杭頭荷重 P0max－模擬地盤の変形係数 E50関係を図 4.8に示す。同図には、式(4.1)
に示した弾性地盤に支持された両端ピン支持の場合の杭の弾性座屈荷重 Pcr および模
型杭の降伏荷重も示した。Pcr 線は、Pcr が最小になる sin 半波の数で自然数 m が変わ
るたびに折れ曲がるため、滑らかな曲線ではない。 
l /d が異なっても、地盤の剛性がほぼ同じであれば、P0max や Pcr のいずれにおいて
も明確な差が認められなかった。また、E50 がおよそ 200kN/m2 までは、P0max は Pcr
とよい対応を示しているが、E50 がこれより大きくなると、P0max は Pcr の 0.6～0.8 倍
となった。これは、 の評価方法が影響していると考えられる。つまり、Pcr の算定に
用いた  を式(4.3)に示した kh0 より求めているが、式(4.3)は模型杭よりも大きな径の
実杭や模擬地盤よりも大きな剛性の地盤における実験結果より得られたものであるこ
となどである。なお、Pcr を P0max に比較的合うようにすると、図 4.8 に示したように、
kh0 は式(4.3)によって得られた値のおよそ半分の値となる。 
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Equation(1)(l/D=260)
　降伏荷重
                  P omax  (l/d =130)
式(4.3)の場合
式(4.3)の
0.5倍の場合
                  P omax  (l/d =195)
                  P omax  (l/d =260)
                  P cr (l/d =130)
                  P cr (l/d =195)
                  P cr (l/d =260)
 
図 4.8 最大杭頭荷重 P0max－地盤の変形係数 E50 関係 
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 kh0 が式(4.3)によって得られた値の半分の値の場合の模擬地盤の変形係数 E50 と m
の関係を図 4.9 に示す。弾性地盤に支持された杭の座屈モードは、ほとんど 2 次モー
ドがそれ以上である。また、杭の長さが長くなるにつれて、さらに E50 が大きくなる
につれて、座屈モードは高次のモードになっている。 
 
0
2
4
6
8
10
0 200 400 600 800 1000
Ｅ 50（kN/m2)
m
系列1
系列5
系列6
                    l /D=195
                    l /D=260
                    l /D=130
 
図 4.9 模擬地盤の変形係数 E50 と m の関係（kh0 が式(4.3)の半分の値の場合） 
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4.5 杭頭固定－先端ピン支持の場合の実験結果 
 
4.5.1 荷重－変位量関係 
 
 杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係を模型杭の長さ毎に図 4.10 に示す。同図には、式
(4.8)に示す拘束のない杭の杭頭固定－先端ピン支持の場合の座屈荷重 Pcrfp も示した。
fp-650-0 の最大杭頭荷重 P0max は、やや Pcrfp より大きな値を示しているが、fp-975-0
および fp-1300-0 を含めて比較的よく整合しているといえる。また、両端ピン支持の
場合と同様、どの長さの模型杭においても、模擬地盤の変形係数 E50 が大きくなれば、
P0max も大きくなっていることがわかる。P0max についてもすべて、模型杭の降伏荷重
2.49kN よりも小さいため、同様に、この P0max を座屈荷重とする。なお、P0 が 0.5kN
程度で S0 が増大しているが、これは実験装置にゆるみがあったためである。 
 2
2
701000 ).( l
EIPcrfp
  (4.8) 
 ここに、Pcrfp：地盤による拘束のない杭の杭頭固定－先端ピンの場合の座屈荷重
（kN） 
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図 4.10(a) 杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係（l =650mm（l /d=130）） 
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図 4.10(b) 杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係（l =975mm（l /d=195）） 
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図 4.10(c) 杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係（l =1300mm（l /d=260）） 
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4.5.2 座屈荷重と地盤の剛性の関係 
 
 最大杭頭荷重 P0max－模擬地盤の変形係数 E50 関係を図 4.11 に示す。同図には、式
(4.4)に示した弾性地盤に支持された杭頭固定－先端ピン支持の場合の杭の弾性座屈
荷重 Pcr および模型杭の降伏荷重も示した。なお、 4 2  /EI は、表 4.3 に示す通り
であり、すべて 4 2  /EIl ≧ であるため、 fp の算出には式(4.6)を用いた。 
両端ピン支持の場合と同様、l /d が異なっても、地盤の剛性がほぼ同じであれば、
P0max や Pcr のいずれにおいても明確な差が認められなかった。また、E50 がおよそ
200kN/m2 までは、P0max は Pcr とよい対応を示しているが、E50 がこれより大きくな
ると、P0max は Pcr の 0.7～0.9 倍となった。これについても、両端ピン支持の場合と
同様、 の評価方法が影響していると考えられる。なお、Pcr を P0max に比較的合うよ
うにすると、図 4.11 に示したように、kh0 は式(4.3)によって得られた値のおよそ 0.6
倍の値となる。 
 
表 4.3  l と 4 2  /EI の関係 
No. 
模型杭の 
長さ 
l 
（mm） 
模擬地盤の
変形係数 
E50 
（kN/m2）
4 2  /EI  
（m） 
fp-650-10 358 360 
fp-650-20 308 373 
fp-650-30 
650 
131 462 
fp-975-10 488 333 
fp-975-20 370 357 
fp-975-30 
975 
72 537 
fp-1300-10 482 334 
fp-1300-20 106 487 
fp-1300-30 
1300 
156 442 
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図 4.11 最大杭頭荷重 P0max－地盤の変形係数 E50 関係 
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4.6 まとめ 
 
 小規模建築物に用いられる小径杭の長さ径比による許容応力度低減について、模型
座屈実験を行い、理論値と比較した。実験には、杭と地盤の剛性を考慮して、杭にス
テンレスパイプ、地盤に弾性体と見なせる寒天を用いた。粉寒天と水の配合比を変え
ることにより、地盤の剛性を変化させた。杭の支持条件は、両端ピン支持および杭頭
固定－先端ピン支持とした。得られた主要な知見は、以下のとおりである。 
① 地盤の剛性が大きくなるほど、杭の座屈荷重も大きくなることを確認した。 
② 杭の座屈荷重には、長さ径比の影響が認められなかった。 
③ 地盤の変形係数が比較的小さい場合は、座屈荷重の実験値と理論値は比較的良い対
応を示していた。しかし、地盤の変形係数が大きくなると、実験値は、杭の支持
条件が両端ピン支持の場合は理論値の 0.6～0.8 倍、杭頭固定－先端ピン支持の場
合は 0.7～0.9 倍程度となった。これは、座屈荷重を求める際の基準水平地盤反力
係数が実際の杭の試験結果から得られていることが影響していると考えられた。 
 
参考文献 
 
1） Stephen P. Timoshenko and James M. Gere：Theory of Elastic Stability, 
pp.94-98, 1963 
2） 木村祥裕，時松孝次：液状化地盤における鋼管杭の曲げ座屈荷重に及ぼす材端支
持条件の影響，日本建築学会九州支部研究報告，第 44 号，pp.221-224，2005.3 
3） 日本建築学会：建築基礎構造設計指針，pp.277-278，2001.10 
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第 5 章 モデル解析による杭の座屈挙動の検討 
 
5.1 概説 
 
 本章では、第 4 章で述べた模型実験をモデル解析により検討する。 
 
5.2 解析モデル 
 
 解析モデルを図 5.1 に示す。解析には、「任意形平面骨組の複合非線形解析プログラ
ム CLAP」を用いた。杭は第 4 章の表 4.1 に示した材料特性をもつ弾塑性体とし、
梁要素でモデル化した。ひずみ硬化係数は引張試験より 0.01 とした。なお、初期不整
として、図 5.2 に示すようなたわみの最大値 l/1000 を持つ 1 次モード u1 と l/2000 を
持つ 2 次モード u2 を与えた。地盤は、軸剛性が第 4 章の表 4.2 に示した E50 から求め
た kh0 と同じ剛性を持つ弾性体の梁要素でモデル化し、杭の各節点にピン接合した。 
 
 
l 
P0 
杭 
地盤     
 
l 
P0 
杭 
地盤  
(a) 両端ピン支持の場合      (b) 杭頭固定－先端ピン支持の場合 
図 5.1 解析モデル 
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5.3 両端ピン支持の場合の解析結果 
 
5.3.1 荷重－変位量関係 
 
 解析から得られた最大荷重および座屈荷重を表 5.1 に示す。座屈荷重は、初期不整
が 1 次モードと 2 次モードの場合から得られた最大荷重のうちの小さい方とした。ま
た、杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係および杭頭の S0 が l が 650mm および 950mm
については 0.2mm 毎、1300mm については 0.3mm 毎の変形図を実験 No.毎に図 5.3
～図 5.10 に示す。 
pp-650-10、pp-975-10 および pp-1300-10 では、最大荷重に達した時点で降伏して
いる（降伏荷重：2.49kN）と考えられる。 
 
表 5.1 最大荷重および座屈荷重 
最大荷重 P0max（kN） 
No. 1 次モード 
の場合 
2 次モード 
の場合 
座屈荷重 
Pcr（kN） 
pp-650-10 2.49 2.43 2.43 
pp-650-20 1.58 1.57 1.57 
pp-650-30 1.23 1.11 1.11 
pp-650-60 0.73 0.54 0.54 
pp-975-10 2.49 2.49 2.49 
pp-975-20 1.85 1.83 1.83 
pp-1300-10 2.49 2.49 2.49 
pp-1300-20 1.08 1.08 1.08 
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(a) 杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係 
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図 5.3 解析結果（No.pp-650-10） 
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図 5.4 解析結果（No.pp-650-20） 
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図 5.5 解析結果（No.pp-650-30） 
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図 5.6 解析結果（No.pp-650-60） 
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図 5.7 解析結果（No.pp-975-10） 
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図 5.8 解析結果（No.pp-975-20） 
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図 5.9 解析結果（No.pp-1300-10） 
 98
0
0.5
1
1.5
2
2.5
3
0.0 1.0 2.0 3.0
S 0(mm)
P
0(
kN
)
1次モード
2次モード
降伏荷重
 
(a) 杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係 
0
200
400
600
800
1000
1200
1400
-10 -5 0 5 10 15 20 25
たわみ(mm)
長
さ
(m
m
)
0.0mm
0.3mm
0.6mm
0.9mm
1.2mm
1.5mm
1.8mm
2.1mm
2.4mm
2.7mm
3.0mm
 
(ⅰ) 1 次モードの場合 
0
200
400
600
800
1000
1200
1400
-15 -10 -5 0 5 10 15
たわみ(mm)
長
さ
(m
m
)
0.0mm
0.3mm
0.6mm
0.9mm
1.2mm
1.5mm
1.8mm
2.1mm
2.4mm
2.7mm
3.0mm
 
(ⅱ) 2 次モードの場合 
(b) 変形図 
図 5.10 解析結果（No.pp-1300-20） 
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5.3.2 座屈荷重と地盤の剛性の関係 
 
 解析による座屈荷重 Pcr と模擬地盤の変形係数 E50 の関係を図 5.11 に示す。同図に
は、第 4 章で得られた両端ピン支持の場合の実験値および理論値も示した。解析によ
る座屈荷重は理論値とよい対応を示した。 
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図 5.11 座屈荷重 P0cr－地盤の変形係数 E50 関係 
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5.4 杭頭固定－先端ピン支持の場合の解析結果 
 
5.4.1 荷重－変位量関係 
 
 解析から得られた最大荷重および座屈荷重を表 5.2 に示す。両端ピン支持の場合と
同様、座屈荷重は、初期不整が 1 次モードと 2 次モードの場合から得られた最大荷重
のうちの小さい方とした。また、杭頭荷重 P0－杭頭変位量 S0 関係および杭頭の S0 が
l が 650mm および 950mm については 0.2mm 毎、1300mm については 0.3mm 毎の
変形図を実験 No.毎に図 5.11～図 5.19 に示す。 
 fp-975-10 および fp-1300-10 では、最大荷重に達した時点で降伏している（降伏荷
重：2.49kN）と考えられる。 
 
表 5.2 最大荷重および座屈荷重 
最大荷重 P0max（kN） 
No. 1 次モード 
の場合 
2 次モード 
の場合 
座屈荷重 
Pcr（kN） 
fp-650-10 2.10 2.06 2.06 
fp-650-20 1.96 1.92 1.92 
fp-650-30 1.32 1.26 1.26 
fp-975-10 2.40 2.39 2.39 
fp-975-20 2.10 2.09 2.09 
fp-975-30 0.94 0.94 0.94 
fp-1300-10 2.37 2.37 2.37 
fp-1300-20 1.12 1.12 1.12 
fp-1300-30 1.36 1.35 1.35 
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図 5.11 解析結果（No.fp-650-10） 
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図 5.12 解析結果（No.fp-650-20） 
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図 5.13 解析結果（No.fp-650-30） 
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図 5.14 解析結果（No.fp-975-10） 
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図 5.15 解析結果（No.fp-975-20） 
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(b) 変形図 
図 5.16 解析結果（No.fp-975-30） 
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図 5.17 解析結果（No.fp-1300-10） 
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図 5.18 解析結果（No.fp-1300-20） 
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(b) 変形図 
図 5.19 解析結果（No.fp-1300-30） 
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5.4.2 座屈荷重と地盤の剛性の関係 
 
 解析による座屈荷重 Pcr と模擬地盤の変形係数 E50 の関係を図 5.20 に示す。同図に
は、第 4 章で得られた杭頭固定－先端ピン支持の場合の実験値および理論値も示した。
解析による座屈荷重は理論値とよい対応を示した。 
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図 5.20 座屈荷重 Pcr－地盤の変形係数 E50 関係 
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5.5 考察 
 
 図 5.11 および図 5.20 を見ると、理論値、解析値および実験値には支持条件の影響
が顕著には認められないが、地盤の剛性が大きい場合、実験値は理論値および解析値
よりも小さい値を示した。支持条件を杭頭自由－先端ピン支持として行った解析結果
を両端ピン支持の場合の解析結果および実験結果と合わせて表 5.3 に示すが、両端ピ
ン支持の場合に比べて杭頭自由－先端ピン支持の場合の方が座屈荷重は小さくなった。
このことから、実験における支持条件が、純粋なピン支持あるいは杭頭固定になって
いないと推察される。なお、解析における初期不整は、座屈長さが 2l となる 1 次モー
ドと 2 次モード、地盤の剛性は、両端ピン支持の場合と同様とした。 
 
表 5.3 最大荷重および座屈荷重の比較 
解析結果 実験結果 
杭頭自由－先端ピン支持 両端ピン支持 両端ピン支持
最大荷重 P0max（kN）No. 
1 次モード 
の場合 
2 次モード
の場合 
座屈荷重 
Pcr（kN） 
座屈荷重 
Pcr（kN） 
座屈荷重 
Pcr（kN） 
pp-650-10 1.47 1.47 1.47 2.43 1.43 
pp-650-20 0.90 0.90 0.90 1.57 1.18 
pp-650-30 0.62 0.62 0.62 1.11 1.13 
pp-650-60 0.27 0.28 0.28 0.54 0.81 
pp-975-10 1.71 1.71 1.71 2.49 1.93 
pp-975-20 1.13 1.13 1.13 1.83 1.56 
pp-1300-10 1.87 1.88 1.88 2.49 1.79 
pp-1300-20 0.68 0.68 0.68 1.08 1.23 
 
 また、支持条件以外にも、模型杭の初期不整、剛性のばらつきおよび地盤の不均質
性の影響も考えられる。これらのことから、理論や解析の結果どおりに実杭の圧縮耐
力が発揮されるとは限らない。しかし、性能評価における回転貫入杭の長さ径比の最
大値を 130 としている根拠はなく、理論、解析および実験結果からも、長さ径比がこ
れ以上でも杭の圧縮耐力には影響はないと考えられる。また、E50 が小さい場合は、
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実験値と理論値および解析値は比較的よい対応を示しているが、E50 が大きくなると
実験値は理論値および解析値よりも小さくなっているため、地盤の剛性が大きい場合
は、地盤の剛性のばらつきの影響を受けやすいといえる。
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5.6 まとめ 
 
 小規模建築物に用いられる小径杭の長さ径比による許容応力度低減について、第 4
章に示した模型座屈実験をモデル解析により検討し、理論値と比較した。得られた主
要な知見は、以下のとおりである。 
① 解析結果は理論値とよい対応を示した。 
② 地盤の剛性が大きくなるほど、杭の座屈荷重も大きくなることを確認した。 
③ 杭の座屈荷重には、長さ径比の影響が認められなかった。 
④ 施工試験や載荷試験の実績があれば、長さ径比が 130 より大きくても問題はない
と考えられる。 
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第 6 章 結論 
 
 戸建て住宅等の小規模建築物の地盤補強として、小口径杭工法では、回転貫入杭や
コンクリート圧入杭が多く用いられる。これらの杭の許容支持力は、地盤で決まる許
容鉛直支持力と長さ径比による許容応力度低減などを考慮した杭材の許容圧縮力のう
ち、小さい方で決まる。 
回転貫入杭の支持力機構については、実験的研究が行われているが、コンクリート
圧入杭についての研究は見当たらない。また、小規模建築物基礎設計指針では、これ
らの杭の支持力算定として、告示 1113 号に示されている埋込み杭の支持力算定式に
換算 N 値や換算 qu を用いてもよいことが示されているが、その根拠は示されていな
い。 
杭の長さ径比による許容応力度低減については、小規模建築物基礎設計指針では与
えられているが、杭の座屈荷重と長さ径比の関係について検討したものは見当たらず、
根拠については不明な点が多い。 
そこで、本論文では小規模建築物の地盤補強に用いられている小口径杭の支持力算
定式を確立することを目的として、現場載荷試験結果を収集し、極限支持力度とスウ
ェーデン式サウンディング試験結果から評価される換算 N 値との関係について検討
した。さらに、杭の長さ径比による耐力の低下について、座屈問題として実験的およ
び解析的に検討を行った。 
 本研究の成果を各章ごとにまとめ、結論を示す。 
 
第 1 章では、小規模建築物の地盤補強として用いられる回転貫入杭やコンクリート
圧入杭の支持力算定の現状について述べるとともに、既往の研究を紹介し、問題点を
示した。そして、本研究の目的を明確にし、現場載荷試験結果と SWS 試験結果から
評価される換算 N 値との関係について統計的に検討すること、模型座屈実験およびモ
デル解析を行うことなどを示した。 
第 2 章では、3 タイプの先端翼形状を有する回転貫入杭工法の載荷試験結果を対象
に、先端支持力度および周面摩擦力度と SWS 試験結果から求められる換算 N 値との
関係について統計的に検討した。 
その結果、先端荷重 Pp を極限先端荷重 Ppu で除した Pp /Ppu と先端沈下量 Sp を先端
翼径 Dw の 10％で除した Sp /0.1Dw との関係の平均曲線には、施工時の杭先端地盤へ
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の応力履歴の影響が認められなかった。そして、先端地盤が砂質土（礫質土を含む）、
粘性土の場合ともに、極限先端支持力度 qp と杭先端下方 1Dw～上方 1Dw 間の平均換
算 N 値 1N との相関性が他の範囲より高いことがわかり、qp / 1N の平均値および標準
偏差から qp の設計式を以下のように提案した。 
砂質土：qp =130 1N （kN/m2） 
粘性土：qp =140 1N （kN/m2） 
また、3 種類の先端翼形状別の qp / 1N の平均値は、切欠き付き円盤（Type2）の場
合が他の形状のものよりも大きくなった。さらに、極限周面摩擦力度 fs（周面地盤が
砂質土）および fc（同粘性土）と平均換算 N 値 sN および cN との平均的な関係式を示
したが、fs および fc については、ばらつきが大きいこと、および、回転貫入杭の支持
力は先端支持力のみで設計されていることが多いことから、設計式は提案しないこと
とした。また、3 種類の先端翼の形状別の fs / sN および fc / cN の平均値は、2 枚の鋼
板（Type3）の場合が他の形状のものよりもかなり大きくなった。なお、SPT による
杭先端下方 1Dw～上方 1Dw 間の平均 N 値N と qp との関係は、SWS 試験による同区
間での平均換算 N 値 1N と qp との関係よりも変動係数が大きかった。N 値と同一深度
での換算 N 値 NN 1 を求めても、 NN 1 と qp との関係は、 1N と qp との関係よりも変動
係数が大きく、本研究で対象としている平均換算 N 値が 30 程度までの地盤における
回転貫入杭の支持力に対しては、測定間隔の小さい SWS 試験の方が地盤定数をより
適切に評価できるものと考えられた。 
第 3章では、4種類の断面形状のコンクリート圧入杭工法の載荷試験結果を対象に、
先端支持力度および周面摩擦力度と SWS 試験結果から求められる換算 N 値との関係
について統計的に検討した。 
その結果、先端荷重 Pp を極限先端荷重 Ppu で除した Pp /Ppu と先端沈下量 Sp を D（円
形断面は直径、正八角形および変十角形断面は外接する円の直径、H 型断面は辺の長
さを示す）の 10％で除した Sp /0.1D との関係の平均曲線には、施工時の圧入力によ
る杭先端地盤への応力履歴の影響が認められた。そして、先端地盤が砂質土（礫質土
を含む）の場合は杭先端下方 1D～上方 1D 間の平均換算 N 値 11N  、粘性土の場合は杭
先端下方 2D～上方 1D 間の平均換算 N 値 21N  と極限先端支持力度 qp との相関性が他
の範囲より高いことがわかり、qp / 11N  、qp / 21N  の平均値および標準偏差から qp の設
計式を以下のように提案した。 
砂質土：qp =290 11N  （kN/m2） 
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粘性土：qp =210 21N  （kN/m2） 
さらに、極限周面摩擦力度 fs（周面地盤が砂質土）および fc（同粘性土）と平均換
算 N 値 sN およびとの平均的な関係式を示しが、fs および fc については、ばらつきが
大きいことから、設計式は提案しないこととした。これについては、今後さらにデー
タを蓄積して検討する必要がある。また、施工時の打ち止め圧入力は、載荷試験結果
から求められる短期許容支持力にほぼ等しく、打ち止め圧入力を短期許容支持力以上
として管理することの有用性を確認した。 
第 4 章では、模型座屈実験を行い、地盤の剛性、杭の固定条件および杭の長さ径比
が杭の座屈荷重に与える影響を検討した。 
その結果、地盤の剛性が大きくなるほど、杭の座屈荷重も大きくなることを確認し
た。また、杭の座屈荷重には、長さ径比の影響が認められなかった。なお、地盤の変
形係数が比較的小さい場合は、座屈荷重の実験値と理論値は比較的良い対応を示して
いたが、地盤の変形係数が大きくなると、実験値は、杭の支持条件が両端ピン支持の
場合は理論値の 0.6～0.8 倍、杭頭固定－先端ピン支持の場合は 0.7～0.9 倍程度とな
った。これは、座屈荷重を求める際の基準水平地盤反力係数が実際の杭の試験結果か
ら得られていることが影響していると考えられた。 
第 5 章では、第 4 章で述べた模型実験をモデル解析により検討した。 
その結果、解析結果は理論値とよい対応を示した。また、模型実験と同様に、地盤
の剛性が大きくなるほど、杭の座屈荷重も大きくなることを確認したが、杭の座屈荷
重には、長さ径比の影響が認められなかった。さらに、施工試験や載荷試験の実績が
あれば、長さ径比が 130 より大きくても問題はないと考えられた。 
 
以上、回転貫入杭およびコンクリート圧入杭の支持力特性について検討し、先端支
持力度および周面摩擦力度と SWS 試験結果から求められる換算 N 値との関係や杭の
座屈荷重と長さ径比あるいは地盤の剛性の関係について有用な知見を得た。しかし、
今後の課題として検討しなければならない問題も残されている。特に、本研究では、
周面摩擦力度と換算 N 値との平均的な関係や杭の座屈荷重と長さ径比あるいは地盤
の剛性の定性的な関係を示しているが、学会の指針等において地盤で決まる許容鉛直
支持力と杭材の許容圧縮力両者の算定式を示すことが求められるであろう。本研究が、
これらの課題を解決するための一翼を担うことができれば幸いである。 
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